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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも１個のカルビノール官能基を有するトリシロキサンを含む洗剤組成物であっ
て、前記トリシロキサンが、
　（Ａ）エポキシ含有基であるペンダントケイ素結合官能基を有する初期トリシロキサン
と
　（Ｂ）成分（Ａ）の前記ペンダントケイ素結合官能基と反応性の官能基及び少なくとも
１個のヒドロキシル官能基を有する有機化合物との反応生成物を含み、
　成分（Ａ）が、水素原子、エポキシ含有基、エチレン性不飽和基及びアミン基から選択
される末端ケイ素結合官能基を含まず、
　成分（Ａ）が、ポリオキシアルキレン基を含まず、
　成分（Ａ）が、以下の一般式（Ａ１）：
　（Ｒ１

３ＳｉＯ１／２）（Ｒ１Ｒ２ＳｉＯ２／２）（Ｒ１
３ＳｉＯ１／２）　　　　　

（Ａ１）、
　（式中、各Ｒ１は、独立して選択されるＣ１～Ｃ６アルキル基であり、Ｒ２が、上で定
義されている前記ペンダントケイ素結合官能基である）のものであり、
　前記トリシロキサンが、１００重量部の前記洗剤組成物を基準として、０．００１～２
０重量部の量で存在し、
　成分（Ｂ）が、以下の成分（Ｂ７）～（Ｂ９）：
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【化１】

　から選択される、組成物。
【請求項２】
　成分（Ｂ）が、成分（Ｂ８）である、請求項１に記載の洗剤組成物。
【請求項３】
　以下の一般式（Ｉ）：
　（Ｒ１

３ＳｉＯ１／２）（Ｒ１Ｒ３ＳｉＯ２／２）（Ｒ１
３ＳｉＯ１／２）　　　　　

　（Ｉ）
　（式中、各Ｒ１は、独立して選択されるＣ１～Ｃ６アルキル基であり、Ｒ３が、以下の
基（ｉ）～（iii）、（v）、及び（vii）～（ｘ）
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【化２】

　から選択される）のトリシロキサンを含む、洗剤組成物。
【請求項４】
　Ｒ３が（ii）の基である、請求項３に記載の洗剤組成物。
【請求項５】
　各Ｒ１がメチル基である、請求項１～３のいずれか一項に記載の洗剤組成物。
【請求項６】
　少なくとも１つの分散剤を更に含む、任意選択でプロピレングリコールを更に含む、請
求項１～５のいずれか一項に記載の洗剤組成物。
【請求項７】
　前記分散剤が、１００重量部の洗剤組成物を基準として、０．０１～５０重量部の量、
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任意選択で０．１～４０重量部の量で存在する、請求項６に記載の洗剤組成物。
【請求項８】
　水を更に含み、水性洗剤組成物と更に定義される、請求項１～７のいずれか一項に記載
の洗剤組成物。
【請求項９】
　少なくとも１つの界面活性剤を更に含む、任意選択で少なくとも１つのアニオン性界面
活性剤及び少なくとも１つの非イオン性界面活性剤を更に含む、請求項１～８のいずれか
一項に記載の洗剤組成物。
【請求項１０】
　食器洗い用洗剤組成物、洗濯洗剤組成物、染着除去／前処理組成物又は硬質表面用クリ
ーニング組成物と更に定義される、任意選択で自動食器洗い用（ＡＤＷ）洗剤組成物と更
に定義される、請求項１～９のいずれか一項に記載の洗剤組成物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、一般的に、洗剤組成物、より具体的には、少なくとも１個のカルビノール官
能基を有するトリシロキサンを含む洗剤組成物に関する。トリシロキサンは、典型的には
、ポリオキシアルキレン基を含まず、例えばトリシロキサンは、ＰＥＧフリーであり、洗
剤組成物における洗剤添加剤として有用であるが、一般的に、欧州議会及び洗剤審議会の
法令（ＥＣ）Ｎｏ．６４８／２００４）による要件を満たす。
【０００２】
　トリシロキサンポリエーテル材料は、有効な界面活性剤であることが公知である。これ
らは、低濃度で、水溶液の表面エネルギーをおよそ２０ダイン／ｃｍに低下させることが
できる。このため、トリシロキサンポリエーテル材料を広範な用途、農薬補助剤、インク
及びコーティングで利用することが可能になっている。
【０００３】
　残念ながら、トリシロキサンポリエーテル材料の化学的構成では、いくつかの問題を提
示されている。例えば、大半の商用トリシロキサンポリエーテル材料が、水に可溶性であ
る、又は容易に分散性であるため、トリシロキサンポリエーテル材料の使用は、多くの洗
剤用途で限定されている。これにより、トリシロキサンポリエーテル材料は、欧州連合（
Ｅｕｒｏｐｅａｎ　Ｕｎｉｏｎ、ＥＵ）の洗剤に関する指示（すなわち、欧州議会及び洗
剤審議会（Ｃｏｕｎｃｉｌ　ｏｎ　ｄｅｔｅｒｇｅｎｔｓ）の法令（ＥＣ）Ｎｏ．６４８
／２００４）により、「界面活性剤」として分類される。したがって、トリシロキサンポ
リエーテル材料は、ＥＵの洗剤に関する指示で定義されている方法により容易に生分解性
でなければならない。生分解の一般的方法論に基づいて、ＥＵの洗剤に関する指示を満た
すように十分に生分解するトリシロキサンポリエーテル材料は公知ではない。したがって
、これらの用途におけるトリシロキサンポリエーテル材料の使用は限定される。
【０００４】
　先述の観点において、洗剤組成物において使用するための改善したトリシロキサン材料
を提供する好機は依然ある。そのようなトリシロキサン材料を含む洗剤組成物を提供する
好機も、依然ある。
【発明の概要】
【０００５】
　トリシロキサンを含む洗剤組成物が提供される。トリシロキサンは、少なくとも１個の
カルビノール官能基を有する。トリシロキサンは、（Ａ）初期トリシロキサンと（Ｂ）有
機化合物との反応生成物を含む。成分（Ａ）は、ペンダントケイ素結合官能基を有する。
ペンダントケイ素結合官能基は、一般的に、水素原子、エポキシ含有基、エチレン性不飽
和基及びアミン基から選択される。典型的には、成分（Ａ）は、水素原子、エポキシ含有
基、エチレン性不飽和基及びアミン基から選択される末端ケイ素結合官能基を含まない。
成分（Ａ）は、典型的には、ポリオキシアルキレン基も含まない。成分（Ｂ）は、成分（
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Ａ）のペンダントケイ素結合官能基と反応性の官能基を有する。成分（Ｂ）は、少なくと
も１個のヒドロキシル官能基も有する。
【０００６】
　トリシロキサンは、以下の条件に従う。成分（Ａ）のペンダントケイ素結合官能基が水
素原子である場合、成分（Ｂ）の官能基は、エチレン性不飽和基である。成分（Ａ）のペ
ンダントケイ素結合官能基がエポキシ含有基である場合、成分（Ｂ）の官能基は、アミン
基である。成分（Ａ）のペンダントケイ素結合官能基がエチレン性不飽和基である場合、
成分（Ｂ）の官能基は、水素原子である。成分（Ａ）のペンダントケイ素結合官能基がア
ミン基である場合、成分（Ｂ）の官能基は、エポキシ含有基である。
【０００７】
　様々な実施形態において、トリシロキサンは、以下の一般式（Ｉ）：
　（Ｒ１

３ＳｉＯ１／２）（Ｒ１Ｒ３ＳｉＯ２／２）（Ｒ１
３ＳｉＯ１／２）　　（Ｉ）

　のものである。
【０００８】
　上式（Ｉ）において、各Ｒ１は、独立して選択されるヒドロカルビル基である。Ｒ３は
、以下の基（ｉ）～（ｘ）：
【０００９】
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【化１】

【００１０】
　から選択され得る。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】トリシロキサンを形成する方法を例証する反応スキームであり、
【図２】トリシロキサンを形成する代替方法を例証する反応スキームであり、
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【図３】実施例のトリシロキサンが、ＥＵの洗剤に関する指示に対して開発されたプロト
コールによる界面活性剤とする場合、実施例のトリシロキサンの界面活性の判定を例証す
るフロー図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　「周囲温度」又は「室温」という用語は、約２０℃～約３０℃の温度を指す。通常、室
温は、約２０℃～約２５℃の範囲である。本明細書で言及されているすべての粘度測定は
、別段指示がない限り２５℃にて測定した。以下の略語は、本明細書において以下の意味
を有する：「Ｍｅ」は、メチルを意味し、「Ｅｔ」は、エチルを意味し、「Ｐｒ」はプロ
ピルを意味し、「Ｂｕ」はブチルを意味し、「ｇ」はグラムを意味し、「ｐｐｍ」は１０
０万分の１部を意味し、「ｈ」は時間を意味し、「ＧＣ／ＭＳ」はガスクロマトグラフィ
ー及び質量分析を意味し、「ＮＭＲ」は核磁気共鳴を意味する。
【００１３】
　「ヒドロカルビル」は、置換又は非置換であってよい一価炭化水素基を意味する。ヒド
ロカルビル基の具体的な例としては、アルキル基、アルケニル基、アルキニル基、アリー
ル基、アラルキル基などが挙げられる。
【００１４】
　「アルキル」は、非環状、分岐又は非分岐の飽和一価炭化水素基を意味する。アルキル
は、Ｍｅ、Ｅｔ、Ｐｒ（例えばイソ－Ｐｒ及び／又はｎ－Ｐｒ）、Ｂｕ（例えばイソ－Ｂ
ｕ、ｎ－Ｂｕ、ｔｅｒｔ－Ｂｕ及び／又はｓｅｃ－Ｂｕ）、ペンチル（例えばイソ－ペン
チル、ネオ－ペンチル及び／又はｔｅｒｔ－ペンチル）、ヘキシル、ヘプチル、オクチル
、ノニル、デシル、ウンデシル及びドデシル並びに分岐した６～１２個の炭素原子の飽和
一価炭化水素基により例示されるが、それらに限定されない。アルキル基は、１～３０、
あるいは１～２４、あるいは１～２０、あるいは１～１２、あるいは１～１０、あるいは
１～６個の炭素原子を有し得る。
【００１５】
　「アルケニル」は、１つ以上の炭素－炭素二重結合を有する非環状、分岐又は非分岐の
一価炭化水素基を意味する。アルケニルは、ビニル、アリル、メタリル、プロペニル及び
ヘキセニルにより例示されるが、それらに限定されない。アルケニル基は、２～３０、あ
るいは２～２４、あるいは２～２０、あるいは２～１２、あるいは２～１０、あるいは２
～６個の炭素原子を有し得る。
【００１６】
　「アルキニル」は、１つ以上の炭素－炭素三重結合を有する非環状、分岐又は非分岐の
一価炭化水素基を意味する。アルキニルは、エチニル、プロピニル及びブチニルにより例
示されるが、それらに限定されない。アルキニル基は、２～３０、あるいは２～２４、あ
るいは２～２０、あるいは２～１２、あるいは２～１０、あるいは２～６個の炭素原子を
有し得る。
【００１７】
　「アリール」は、環状、完全に不飽和の炭化水素基を意味する。アリールは、シクロペ
ンタジエニル、フェニル、アントラセニル及びナフチルにより例示されるが、それらに限
定されない。単環式アリール基は、５～９、あるいは６～７、あるいは５～６個の炭素原
子を有し得る。多環式アリール基は、１０～１７、あるいは１０～１４、あるいは１２～
１４個の炭素原子を有し得る。
【００１８】
　「アラルキル」は、ペンダント及び／若しくは末端アリール基を有するアルキル基、又
はペンダントアルキル基を有するアリール基を意味する。例示的なアラルキル基は、トリ
ル、キシリル、メシチル、ベンジル、フェニルエチル、フェニルプロピル及びフェニルブ
チルが挙げられる。
【００１９】
　「アルケニレン」は、１つ以上の炭素－炭素二重結合を有する非環状、分岐又は非分岐
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の二価炭化水素基を意味する。「アルキレン」は、非環状、分岐又は非分岐の飽和二価炭
化水素基を意味する。「アルキニレン」は、１つ以上の炭素－炭素三重結合を有する非環
状、分岐又は非分岐の二価炭化水素基を意味する。「アリーレン」は、環状の完全不飽和
二価炭化水素基を意味する。
【００２０】
　「炭素環」及び「炭素環式」は、それぞれ、炭化水素環を意味する。炭素環は、単環式
環であってよく、あるいは縮合、架橋又はスピロ多環式環であってよい。単環式炭素環は
、３～９、あるいは４～７、あるいは５～６個の炭素原子を有し得る。多環式炭素環は、
７～１７、あるいは７～１４、あるいは９～１０個の炭素原子を有し得る。炭素環は、飽
和又は部分的に不飽和であってよい。
【００２１】
　「シクロアルキル」は、飽和炭素環を意味する。単環式シクロアルキル基は、シクロブ
チル、シクロペンチル及びシクロヘキシルにより例示される。「シクロアルキレン」は、
二価飽和炭素環を意味する。
【００２２】
　別の基、例えばヒドロカルビル基に関連して使用されている「置換されている」という
用語は、別段指示がない限り、１個以上の水素原子が、ヒドロカルビル基において別の置
換基で置き換えられていることを意味する。そのような置換基の例としては、例えば、ハ
ロゲン原子、例えば塩素、フッ素、臭素及びヨウ素、ハロゲン原子含有基、例えばクロロ
メチル、ペルフルオロブチル、トリフルオロエチル及びノナフルオロヘキシル、酸素原子
、酸素原子含有基、例えば（メタ）アクリル及びカルボキシル、窒素原子、窒素原子含有
基、例えばアミン、アミノ官能基、アミド官能基及びシアノ官能基、硫黄原子、並びに硫
黄原子を含有する基、例えばメルカプト基が挙げられる。
【００２３】
　Ｍ、Ｄ、Ｔ及びＱ単位は、一般的に、ＲｕＳｉＯ（４－ｕ）／２として表されている（
式中、ｕは、Ｍ、Ｄ、Ｔ及びＱに対してそれぞれ３、２、１及び０であり、Ｒは、独立し
て選択されるヒドロカルビル基である）。Ｍ、Ｄ、Ｔ、Ｑは、分子構造の残部に連結する
ケイ素原子に共有結合した、１個の（モノ）、２個の（ジ）、３個の（トリ）又は４個の
（クアッド）酸素原子を指定する。
【００２４】
　洗剤組成物
　トリシロキサンを含む洗剤組成物が提供される。洗剤組成物は、単に洗剤と呼ばれ得る
。「洗剤」という用語は、一般的に、洗い及びクリーニングプロセスを意図されている、
石鹸及び／若しくは他の界面活性剤を含有する任意の物質、組成物、製剤又は調製物を意
味する。適切な洗剤組成物は、任意の形態（例えば液体、ゲル、粉末、ペースト、バー、
ケーキ、成形片、造形品など）であってよく、家庭用、業務用、又は産業用の目的のため
に、市場に出されてよく、又はその目的で使用されてよい。
【００２５】
　洗剤組成物は、特定の形態に限定されない。典型的には、洗剤組成物は、食器洗い用、
洗濯又は硬質表面洗いに適している形態である。「洗い」という用語は、一般的に、洗濯
物、布、食器及び他の軟質又は硬質表面のクリーニングを意味する。様々な実施形態にお
いて、洗剤組成物は、液体（濃縮物及び希釈形態を含む）、ゲル又は粉末の形態である。
形態の組み合わせ、例えば、液体、ゲル、及び／又は粉末（易流動性粉末及び圧縮粉末を
含む）から選択される少なくとも２つの形態を含む、例えばポーチ又はサシェも利用して
よい。
【００２６】
　一般的に洗剤とみなされる他の生成物は：一般的に、生地、家庭用リネンなどの浸漬（
予洗い）、すすぎ、クリーニング又はブリーチを意図されている補助洗い調製物、一般的
に、布の洗いを補完しようとするプロセスにおいて、布の感触を変更するよう意図されて
いる洗濯用織物柔軟剤、一般的に、家庭内のあらゆる目的のクリーナー、及び／又は他の
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表面（例えば材料、生成物、機構、機械設備、運搬手段及び関連装備、機器、装置など）
のクリーニングを意図されているクリーニング調製物、並びに、一般的に、他の任意の洗
い及びクリーニングプロセスを意図されている他のクリーニング及び洗い調製物が挙げら
れる。
【００２７】
　トリシロキサン
　トリシロキサンは、洗剤添加剤と呼ばれ得る。多くの実施形態において、トリシロキサ
ンは、欧州議会及び洗剤審議会の法令（ＥＣ）Ｎｏ．６４８／２００４による要件を満た
し、これは、ＥＣ　Ｎｏ．９０７／２００６及び５５１／２００９を含めた、それに後続
するあらゆる修正事項／添付書類と共に、参照により本明細書に組み込む。トリシロキサ
ンは、概して、ＥＣ　Ｎｏ．６４８／２００４に従って定義される「界面活性剤」ではな
い。「界面活性剤」という用語は、具体的には、ＥＣ　Ｎｏ．６４８／２００４を参照す
ると、一般的には、表面活性を有し、水の表面張力の低下、並びに水／空気界面における
拡散単層又は吸着単層の形成、並びにエマルション及び／又はマイクロエマルション及び
／又はミセルの形成、並びに水－固体界面での吸着が可能な性質及び大きさの、１個以上
の親水性、及び１個以上の疎水性基からなる洗剤に使用される任意の有機物質及び／又は
調製物と定義される。この点において、追加の態様は、以下の実施例のセクションを参照
して認識され得る。
【００２８】
　少なくとも１個のカルビノール官能基を有するトリシロキサンが提供される。「カルビ
ノール」という用語は、炭素原子に結合しているヒドロキシル基（Ｃ－ＯＨ）を指し、ケ
イ素原子に結合しているヒドロキシル基（Ｓｉ－ＯＨ）とは区別される。カルビノール官
能基は、一般的に、非加水分解性部分によりシロキサン骨格に連結している。トリシロキ
サンは、カルビノール官能トリシロキサン、ヒドロキシ官能トリシロキサン、いくつかの
例において、ポリオール官能トリシロキサンとも呼ばれる。
【００２９】
　シリコーン業界で理解されているように、トリシロキサンは、一般的に、両側にＭユニ
ット、すなわち、末端Ｍユニットが配置されているＤユニットを含む。更に、トリシロキ
サンは、一般的に、Ｔ及びＱ単位をいずれも含まない。
【００３０】
　様々な実施形態において、トリシロキサンは、１～６個、あるいは２～５個、あるいは
３～４個のカルビノール官能基を有する。トリシロキサンのカルビノール官能基（複数可
）は、典型的には、少なくとも洗剤組成物に組み込む前に、より典型的には、洗剤組成物
（例えば洗い用）に組み込んだ後、及びその最終使用の前に、遊離したままである。カル
ビノール官能基は、一般的に、親水性であるため、水性用途に有用である一方、シロキサ
ン骨格は、疎水性に有用である。
【００３１】
　トリシロキサンは、（Ａ）初期トリシロキサンと（Ｂ）有機化合物との反応生成物を含
む。「初期」という用語は、成分（Ａ）が、成分（Ａ）及び（Ｂ）の反応を経由して形成
された本発明のトリシロキサンと異なることを意味する。「有機」という用語は、炭素を
含む、あるいは炭素及び水素を含む成分（Ｂ）を意味する。多くの実施形態において、成
分（Ｂ）は、ケイ素を含まない。
【００３２】
　様々な実施形態において、反応生成物は、本質的に、成分（Ａ）及び（Ｂ）からなる。
本明細書で使用されているように、「本質的に、～からなる（ｃｏｎｓｉｓｔｉｎｇ　ｅ
ｓｓｅｎｔｉａｌｌｙ　ｏｆ）」という語句は、一般的に、特定の実施形態に対して具体
的に列挙されている構成要素／成分を包含する。更に、「本質的に、～からなる」という
語句は、一般的に、その特定の実施形態の基本的及び／又は新規な特性に著しく影響を及
ぼさない追加の又は任意選択の構成要素／成分の存在を包含し、可能にする。ある実施形
態において、「本質的に、～からなる」は、反応生成物の合計重量に基づく追加の、又は
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任意選択の成分が≦１０、≦５又は≦１重量パーセント（重量％）存在することを許容す
る。他の実施形態において、反応生成物は、成分（Ａ）及び（Ｂ）からなる。
【００３３】
　本明細書で使用されているように、「（Ａ）」及び「（Ｂ）」の指定は、特定の順序を
必要とする、又は、ある成分の、他の成分と比較した特別な重要性を指示するとは解釈さ
れない。具体的には、様々な実施形態の説明には、羅列が使用され得る。明示的に別段の
定めをした場合を除き、羅列の使用は、任意の特定の順序又は成分の数に関して本発明を
限定すると解釈されるべきではない。羅列の使用は、羅列されている成分又はステップと
組み合わせられる、又はそれにまとめられる任意の追加の成分又はステップを、本発明の
範囲から排除すると解釈されるべきでもない。
【００３４】
　成分（Ａ）
　成分（Ａ）は、ペンダントケイ素結合官能基を有する。ペンダントケイ素結合官能基は
、一般的に、水素原子、エポキシ含有基、エチレン性不飽和基及びアミン基から選択され
る。「ペンダント」ケイ素結合官能基は、トリシロキサンのＤユニットに連結する。
【００３５】
　ある実施形態において、ペンダントケイ素結合官能基は、水素原子である。他の実施形
態において、ペンダントケイ素結合官能基は、エポキシ含有基である。エポキシ含有基は
、エポキシ基、又は、非加水分解性部分によりシリコーン骨格に連結するエポキシ基であ
ってよい。他の実施形態において、ペンダントケイ素結合官能基は、エチレン性不飽和基
である。成分（Ａ）に対する適切なエチレン性不飽和基は、アルケニル基、例えばビニル
、アリル、メタリル、プロペニル、ヘキセニルなどが挙げられる。ある実施形態において
、成分（Ａ）は、ペンダントケイ素結合アルケニル基、例えばアリル基を有する。更に他
の実施形態において、ペンダントケイ素結合官能基は、アミン基である。
【００３６】
　典型的には、成分（Ａ）は、水素原子、エポキシ含有基、エチレン性不飽和基及びアミ
ン基から選択される末端ケイ素結合官能基を含まない。これらが存在する場合、そのよう
な「末端」ケイ素結合官能基は、トリシロキサンのＭ単位のうちの少なくとも１つに連結
するであろう。
【００３７】
　典型的には、成分（Ａ）は、ポリオキシアルキレン基を含まない。これらが存在する場
合、ポリオキシアルキレン基は、例えば、エチレンオキシド（ｅｔｈｙｌｅｎｅ　ｏｘｉ
ｄｅ、ＥＯ）、プロピレンオキシド（ｐｒｏｐｙｌｅｎｅ　ｏｘｉｄｅ、ＰＯ）、ブチレ
ンオキシド（ｂｕｔｙｌｅｎｅ　ｏｘｉｄｅ、ＢＯ）、１，２－エポキシヘキサン、１，
２－エポキシオクタンス、及び／又は環状エポキシド、例えばシクロヘキセンオキシド又
はエキソ－２，３－エポキシノルボランの重合によって付与され得る。当業界で一般的な
ポリオキシアルキレン部分は、オキシエチレン単位（Ｃ２Ｈ４Ｏ）、オキシプロピレン単
位（Ｃ３Ｈ６Ｏ）、オキシブチレン単位（Ｃ４Ｈ８Ｏ）、又はそれらの混合物が挙げられ
る。ある実施形態において、トリシロキサンは、ポリエーテルフリー、例えばＰＥＧフリ
ー、ＰＥＯフリー、ＰＯＥフリー、ＰＰＧフリー、ＰＰＯＸフリー、ＰＯＰフリー、ＰＴ
ＭＧフリー、ＰＴＭＥＧフリー又はＰＴＨＦフリーと呼ばれることがある。そのような頭
字語は、当業界で理解される。多くの実施形態において、トリシロキサンは、ポリオキシ
アルキレン基を含まない。
【００３８】
　様々な実施形態において、成分（Ａ）は、以下の一般式（Ａ１）：
　（Ｒ１

３ＳｉＯ１／２）（Ｒ１Ｒ２ＳｉＯ２／２）（Ｒ１
３ＳｉＯ１／２）　（Ａ１）

　のものである。
【００３９】
　上式（Ａ１）において、各Ｒ１は、独立して選択されるヒドロカルビル基である。ある
実施形態において、各Ｒ１は、独立して選択されるＣ１－Ｃ６アルキル基である。特定の
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実施形態において、各Ｒ１は、メチル基である。Ｒ２は、ペンダントケイ素結合官能基で
ある。
【００４０】
　ある実施形態において、Ｒ２は、水素原子であり、成分（Ａ）は、水素トリシロキサン
と呼ばれ得る。他の実施形態において、Ｒ２は、エポキシ含有基であり、成分（Ａ）は、
エポキシ官能トリシロキサンと呼ばれ得る。他の実施形態において、Ｒ２は、エチレン性
不飽和基であり、成分（Ａ）は、アルケニル官能トリシロキサンと呼ばれ得る。更に他の
実施形態において、Ｒ２は、アミン基であり、成分（Ａ）は、アミン官能トリシロキサン
と呼ばれ得る。
【００４１】
　成分（Ｂ）
　成分（Ｂ）は、少なくとも１個のヒドロキシル（－ＯＨ）官能基を有する。ヒドロキシ
ル官能基は、成分（Ａ）に関して一般的に不活性である。「一般的に不活性」は、ヒドロ
キシル官能基（複数可）の反応が意図されていないことを意味する。具体的には、ヒドロ
キシル官能基は、例えばＳｉ－Ｈ基と反応性であるが、反応は、トリシロキサンの形成中
に最小化される、又は一般的に避けられ、その結果、すべてのヒドロキシル基の大多数が
遊離したままである。成分（Ｂ）のヒドロキシル官能基（複数可）は、当業界で理解され
ている方法により、例えば、反応条件の管理、添加の順序、一時的なブロッキング／キャ
ッピングなどにより、トリシロキサンの形成中の副反応から保護され得る。トリシロキサ
ンのカルビノール官能基（複数可）は、典型的には、トリシロキサンのＤユニットに連結
し、一般的には、少なくとも成分（Ｂ）のヒドロキシル官能基（複数可）、任意選択で、
開いたエポキシ環（エポキシ環は、成分（Ａ）及び（Ｂ）の反応前に存在する）により付
与される。ヒドロキシル官能基（複数可）は、末端及び／又はペンダント（トリシロキサ
ンのＤユニットから吊り下がった基／部分に対する）であってよい。
【００４２】
　成分（Ｂ）は、成分（Ａ）のペンダントケイ素結合官能基と反応性の官能基も有する。
具体的には、トリシロキサンは、以下の条件に従う。成分（Ａ）のペンダントケイ素結合
官能基が水素原子である場合、成分（Ｂ）の官能基は、エチレン性不飽和基である。成分
（Ａ）のペンダントケイ素結合官能基がエポキシ含有基である場合、成分（Ｂ）の官能基
は、アミン基である。成分（Ａ）のペンダントケイ素結合官能基がエチレン性不飽和基で
ある場合、成分（Ｂ）の官能基は、水素原子である。成分（Ａ）のペンダントケイ素結合
官能基がアミン基である場合、成分（Ｂ）の官能基は、エポキシ含有基である。成分（Ｂ
）の官能基は、末端、内部又はペンダントであってよい。様々な実施形態において、成分
（Ｂ）の官能基は、末端である。
【００４３】
　成分（Ｂ）に対する適切なエチレン性不飽和基は、アルケニル基、例えばビニル、アリ
ル、メタリル、プロペニル、ヘキセニルなどが挙げられる。様々な実施形態において、成
分（Ｂ）は、末端アルケニル基、例えばアリル基を有する。成分（Ｂ）として適切なアリ
ル化合物の具体的な例としては、アリルグリセロール、アリルジグリセロール、アリルグ
リシジルエーテル（ＡＧＥ）、アリルソルビトールなどが挙げられる。アリルグリセロー
ルは、アリルオキシエタノールとも呼ばれ得る。アリルグリセロールは、アリルモノグリ
セロール又はアリルオキシ１，２－プロパンジオールとも呼ばれ得る。成分（Ｂ）として
有用な他の化合物は、エポキシド、例えばグリシドール及び４－ビニル－１－シクロヘキ
セン１，２－エポキシドが挙げられる。少なくとも１個のエポキシ及び／又は少なくとも
１個のエチレン性不飽和基、並びに、一般的には１～６個のヒドロキシル基（複数可）を
有する他の化合物も想定される。
【００４４】
　他の実施形態において、成分（Ｂ）は、アミン化合物、例えば第二級アミンであってよ
く、但し少なくとも１個のヒドロキシル官能基も存在することを条件とする。成分（Ｂ）
として適切な他のアミン化合物は、アルカノールで修飾したアミン、例えば一般的に：Ｈ
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ＮＲＲ’（式中、Ｒ及びＲ’は、アルキル及び／又はアルカノール官能基である）が挙げ
られる。Ｒ又はＲ’のうち１つは、典型的には、第二級ヒドロキシル官能基を含有して、
ヒドロキシル官能基（複数可）を示す。成分（Ｂ）として適切なアルカノールアミンの具
体的な例としては、ジイソプロパノールアミン（ｄｉｉｓｏｐｒｏｐａｎｏｌ　ａｍｉｎ
ｅ、ＤＩＰＡ）、ジエタノールアミン（ｄｉｅｔｈａｎｏｌ　ａｍｉｎｅ、ＤＥＡ）など
が挙げられる。少なくとも１個のアミン基、及び一般的には１～６個のヒドロキシル基を
有する他の化合物も想定される。
【００４５】
　様々な実施形態において、成分（Ａ）のペンダントケイ素結合官能基は、水素原子であ
り、成分（Ｂ）は、以下の成分（Ｂ１）～（Ｂ６）：
【００４６】
【化２】

【００４７】
　から選択される。
【００４８】
　他の実施形態において、成分（Ａ）のペンダントケイ素結合官能基は、エポキシ含有基
であり、成分（Ｂ）は、以下の成分（Ｂ７）～（Ｂ１０）：
【００４９】
【化３】

【００５０】
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　から選択される。
【００５１】
　ある実施形態において、成分（Ｂ）は、成分：（Ｂ１）、（Ｂ２）、（Ｂ３）、（Ｂ４
）、（Ｂ５）、（Ｂ６）、（Ｂ７）、（Ｂ８）、（Ｂ９）又は（Ｂ１０）である。成分（
Ａ）及び（Ｂ）の組み合わせを利用してよい。
【００５２】
　他の実施形態において、成分（Ａ）及び（Ｂ）の官能基が入れ替わる場合、例えば、成
分（Ａ）のペンダントケイ素結合官能基がアミン基であり、成分（Ｂ）の官能基がエポキ
シ含有基である場合、成分（Ｂ）がエポキシ化合物であり、但し少なくとも１個のヒドロ
キシル官能基も存在することを条件とする。これらの実施形態において、成分（Ｂ）は、
エポキシ官能ポリオールであってよい。そのようなエポキシポリオールは、成分（Ｂ７）
～（Ｂ１０）と同様の成分から選択され得るが、アミン基は、一般的に、エポキシ含有基
、例えばエポキシ基（示されていない）で置き換えられる。上で明白に例証されていない
が、成分（Ｂ）として適切な他の化合物も利用され得ることは、理解されるべきである。
【００５３】
　更に他の実施形態において、成分（Ｂ）は、水素原子を有し、但し少なくとも１個のヒ
ドロキシル官能基も存在することを条件とする。これらの実施形態において、水素原子は
、ケイ素結合水素原子（Ｓｉ－Ｈ）であり、これは、一般的に、成分（Ａ）がエチレン性
不飽和基を含む例で必要とされる。成分（Ｂ）のそのようなＳｉ－Ｈ官能基は、最初の、
初期有機化合物とシラン、ポリシロキサンなどの反応により付与され得る。そのような反
応は、シリコーン業界における当業者により理解される。
【００５４】
　トリシロキサン
　様々な実施形態において、トリシロキサンは、以下の一般式（Ｉ）：
　（Ｒ１

３ＳｉＯ１／２）（Ｒ１Ｒ３ＳｉＯ２／２）（Ｒ１
３ＳｉＯ１／２）　　（Ｉ）

　のものである。
【００５５】
　上式（Ｉ）において、各Ｒ１は、式（Ａ１）で上に記載されている。Ｒ３は、典型的に
は、１～６個のヒドロキシル基を有する有機基である。様々な実施形態において、Ｒ３は
、以下の基（ｉ）～（ｘ）：
【００５６】
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【化４】

【００５７】
　から選択され得る。
【００５８】
　ある実施形態において、Ｒ３は、上記一般式（Ｉ）において、基：（ｉ）、（ｉｉ）、
（ｉｉｉ）又は（ｉｖ）である。他の実施形態において、Ｒ３は、上記一般式（Ｉ）にお
いて、基：（ｖ）、（ｖｉ）、（ｖｉｉ）、（ｖｉｉｉ）、（ｉｘ）、又は（ｘ）である
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。
【００５９】
　他の実施形態において、成分（Ａ）及び（Ｂ）の官能基が入れ替わる場合、例えば、成
分（Ａ）のペンダントケイ素結合官能基がアミン基であり、成分（Ｂ）の官能基がエポキ
シ含有基である場合、Ｒ３は、基ｉｉ）からｉｖ）又はｖｉｉ）と同様の基から選択され
得るが、アミン及びエポキシ含有基により付与される部分が、一般的に入れ替わる／逆に
なる（示されていない）。当業者は、そのような入れ替わった構造、関連した構造、及び
他の実施形態のトリシロキサンに適している他の構造を認識するであろう。
【００６０】
　トリシロキサンを形成する方法
　トリシロキサンを形成する方法も提供される。この方法は、１）成分（Ａ）を準備する
ステップ、及び２）成分（Ｂ）を準備するステップを含む。この方法は、３）成分（Ａ）
及び（Ｂ）を反応させて、トリシロキサンを形成するステップを更に含む。成分（Ａ）及
び（Ｂ）は、上に記載されている通りである。成分（Ａ）及び（Ｂ）のそれぞれを、得る
ことができる、又は形成することができる。例えば、成分（Ａ）及び（Ｂ）の一方又は両
方は、化学物質の供給業者、例えばＭｉｄｌａｎｄ、ＭＩのＤｏｗ　Ｃｏｒｎｉｎｇから
商業的に得られる。そうでなければ、成分（Ａ）及び（Ｂ）の一方又は両方は、それぞれ
の出発原料から形成できる。
【００６１】
　この方法の第１の一般的な実施形態において、ステップ１）は、１ａ）水素トリシロキ
サンとエチレン性不飽和基を有するエポキシ化合物を、（Ｃ）ヒドロシリル化触媒の存在
下で反応させて、エポキシ含有基を有する反応中間体を形成するステップと更に定義され
る。反応中間体は、成分（Ａ）、具体的にはエポキシ官能トリシロキサンである。更に、
ステップ３）は、３ａ）成分（Ｂ）及びステップ１ａ）で形成された反応中間体を反応さ
せて、トリシロキサンを形成するステップと更に定義される。成分（Ｂ）は、アミン化合
物である。任意選択で、この方法は、ステップ１ａ）後に、未反応のエポキシ化合物を除
去するステップ１ｂ）を、及び／又はステップ３ａ）後に、未反応成分（Ｂ）を除去する
ステップ３ｂ）を更に含む。そのような除去は、当業界で理解されている方法を経由して
、例えばストリッピング、蒸発、真空吸引などを経由して遂行され得る。他の反応物、分
散媒及び／又は反応中間体は、同様に要望通りに除去できる。この方法の第１の一般的な
実施形態の例は、図１で例証されている。
【００６２】
　この方法の第２の一般的な実施形態において、ステップ２）は、２ａ）少なくとも１個
のヒドロキシル官能基を有するアミン化合物と、エチレン性不飽和基を有するエポキシ化
合物を反応させて、エチレン性不飽和基を有する反応中間体を形成するステップと更に定
義される。反応中間体は、成分（Ｂ）である。更に、ステップ３）は、３ａ）成分（Ａ）
及びステップ２ａ）で形成された反応中間体を、（Ｃ）ヒドロシリル化触媒の存在下で反
応させて、トリシロキサンを形成するステップと更に定義される。成分（Ａ）は、水素ト
リシロキサン（又はシリコーンハイドライド）である。任意選択で、この方法は、２ｂ）
ステップ２ａ）後に、未反応の化合物を除去するステップ、及び／又は、３ｂ）ステップ
３ａ）後に、未反応成分（Ａ）を除去するステップを更に含む。ここでも、そのような除
去は、当業界で理解されている方法を経由して遂行されてもよい。他の反応物、分散媒、
及び／又は反応中間体は、同様に要望通りに除去できる。この方法の第２の一般的な実施
形態の例は、図２で例証されている。
【００６３】
　この方法の第３の一般的な実施形態（示されていない）において、ステップ１）は、１
ａ）水素トリシロキサンとエチレン性不飽和基を有するアミン化合物を、（Ｃ）ヒドロシ
リル化触媒の存在下で反応させて、アミン基を有する反応中間体を形成するステップと更
に定義される。反応中間体は、成分（Ａ）、具体的にアミン官能トリシロキサンである。
更に、ステップ３）は、３ａ）成分（Ｂ）、及びステップ１ａ）で形成された反応中間体
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を反応させて、トリシロキサンを形成するステップと更に定義される。成分（Ｂ）は、エ
ポキシ化合物、例えばグリシドールである。任意選択で、この方法は、１ｂ）ステップ１
ａ）後に、未反応のアミン化合物を除去するステップ、及び／又は、３ｂ）ステップ３ａ
）後に、未反応成分（Ｂ）を除去するステップを更に含む。そのような除去は、当業界で
理解されている方法を経由して遂行され得る。他の反応物、分散媒及び／又は反応中間体
は、同様に要望通りに除去できる。この方法の関連した実施形態において、アミン官能ト
リシロキサン（Ａ）は、当業界で理解されている別の手段で作ることができる。例えば、
クロロプロピル官能トリシロキサンは、アンモニアと反応させて、成分（Ａ）を形成する
ことができる。当業者は、トリシロキサンを形成するための成分（Ａ）として適切なアミ
ン官能トリシロキサンを得る他の手段を容易に認識できる。
【００６４】
　この方法の第４の一般的な実施形態において（ここで示されている）、ステップ２）は
、２ａ）少なくとも１個のヒドロキシル官能基を有するエポキシ化合物と、エチレン性不
飽和基を有するアミン化合物を反応させて、エチレン性不飽和基を有する反応中間体を形
成するステップと更に定義される。反応中間体は、成分（Ｂ）である。更に、ステップ３
）は、３ａ）成分（Ａ）及びステップ２ａ）で形成された反応中間体を、（Ｃ）ヒドロシ
リル化触媒の存在下で反応させて、トリシロキサンを形成するステップと更に定義される
。成分（Ａ）は、水素トリシロキサン（又はシリコーンハイドライド）である。任意選択
で、この方法は、２ｂ）ステップ２ａ）後に、未反応の化合物を除去するステップ、及び
／又は、３ｂ）ステップ３ａ）後に、未反応成分（Ａ）を除去するステップを更に含む。
そのような除去は、当業界で理解されている方法を経由して、再度遂行され得る。他の反
応物、分散媒及び／又は反応中間体は、同様に要望通りに除去できる。
【００６５】
　成分（Ａ）及び（Ｂ）は、様々な量で反応させて、トリシロキサンを形成できる。それ
ぞれの官能基の数に基づき、成分は、１：１の化学量論的混合比（Ａ：Ｂ）で利用され得
る。より高い比もより低い比も利用してよい。例えば、過剰な成分（Ａ）又は（Ｂ）は、
トリシロキサン、又はトリシロキサンを含む組成物のある最終使用／用途に望ましいこと
がある。反応条件は、特に限定されない。ある実施形態において、反応は、室温から還流
温度で１～２４、あるいは１～１０時間行われる。
【００６６】
　成分（Ｃ）
　例えばＳｉ－Ｈとエチレン性不飽和基の間のヒドロシリル化（又は添加）反応は、典型
的には、（Ｃ）ヒドロシリル化触媒の存在下で起こる。ヒドロシリル化触媒は、当技術分
野の従来のものであってよい。例えば、ヒドロシリル化触媒は、白金族金属を含有する触
媒であってよい。「白金族」は、ルテニウム、ロジウム、パラジウム、オスミウム、イリ
ジウム及び白金、並びにそれらの錯体を意味する。本明細書において有用なヒドロシリル
化触媒の非限定的な例は、米国特許第３，１５９，６０１号、第３，２２０，９７２号、
第３，２９６，２９１号、第３，４１９，５９３号、第３，５１６，９４６号、第３，７
１５，３３４号、第３，８１４，７３０号、第３，９２３，７０５号、第３，９２８，６
２９号、第３，９８９，６６８号、第５，０３６，１１７号、第５，１７５，３２５号及
び第６，６０５，７３４号に記載されており、そのそれぞれは、開示されているヒドロシ
リル化触媒に関して参照することにより、本明細書に組み込む。
【００６７】
　ヒドロシリル化触媒は、白金金属、担体、例えばシリカゲル若しくは粉末木炭に堆積さ
せた白金金属、又は白金族金属の化合物若しくは錯体である。典型的なヒドロシリル化触
媒は、六水和物形態若しくは無水形態でクロロ白金酸、及び／又は、クロロ白金酸と脂肪
族不飽和有機ケイ素化合物、例えばジビニルテトラメチルジシロキサン、若しくは米国特
許第６，６０５，７３４号に記載されているアルケン－白金－シリル錯体を反応させるこ
とを含む方法により得られる白金を含有する触媒が挙げられる。例は：（ＣＯＤ）Ｐｔ（
ＳｉＭｅＣｌ２）２である（式中、「ＣＯＤ」は、１，５－シクロオクタジエンである）
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。これらのアルケン－白金－シリル錯体は、例えば０．０１５モルの（ＣＯＤ）ＰｔＣｌ

２と０．０４５モルのＣＯＤ及び０．０６１２モルのＨＭｅＳｉＣｌ２を混合することに
より調製され得る。
【００６８】
　適切な白金触媒の一タイプは、Ｋａｒｓｔｅｄｔの米国特許第３，７１５，３３４号及
び第３，８１４，７３０号に記載されているＫａｒｓｔｅｄｔ触媒である。Ｋａｒｓｔｅ
ｄｔ触媒は、典型的には溶媒、例えばトルエン中に約１重量％の白金を含有する白金ジビ
ニルテトラメチルジシロキサン錯体である。別の適切な白金触媒のタイプは、末端脂肪族
不飽和を含有するクロロ白金酸と有機ケイ素化合物との反応生成物である（米国特許第３
，４１９，５９３号に記載されている）。
【００６９】
　使用されるヒドロシリル化触媒の量は、特に限定されず、典型的には、特定の触媒に依
存する。ヒドロシリル化触媒は、典型的には、成分（Ａ）又は（Ｂ）１００万部を基準と
して、固体（すべての非溶媒成分）の合計重量パーセントに対して、少なくとも２ｐｐｍ
、より典型的には４～２００ｐｐｍの白金を得るのに十分な量で利用される。様々な実施
形態において、ヒドロシリル化触媒は、同基準に基づいて１～１５０重量ｐｐｍの白金を
得るのに十分な量で存在する。ヒドロシリル化触媒は、単一化学種、又は２つ以上の異な
る化学種の混合物として添加され得る。
【００７０】
　成分（Ｄ）
　トリシロキサン及び／又はそれらの成分は、典型的には、（Ｄ）分散媒中に形成される
、及び／又は得られる。適切な分散媒（又は担体、希釈剤、溶媒又はビヒクル）は、直鎖
状及び環状両方のシリコーン、有機油、有機溶媒並びにそれらの混合物を含む。溶媒の具
体的な例は、米国特許第６，２００，５８１号で見出すことができ、これは、この目的の
ために参照することにより本明細書に組み込む。様々な実施形態において、分散媒は、揮
発性シロキサン、有機溶媒又はそれらの組み合わせを含む。
【００７１】
　ある実施形態において、分散媒は、２５℃にて、１～１，０００ｍｍ２／秒の範囲の粘
度を有する低粘度シリコーン、揮発性メチルシロキサン、揮発性エチルシロキサン、又は
揮発性メチルエチルシロキサンである。適切なシリコーン／シロキサンは、ヘキサメチル
ジシロキサン、ヘキサメチルシクロトリシロキサン、オクタメチルシクロテトラシロキサ
ン（Ｄ４）、デカメチルシクロペンタシロキサン（Ｄ５）、ドデカメチルシクロヘキサシ
ロキサン、オクタメチルトリシロキサン、デカメチルテトラシロキサン、ドデカメチルペ
ンタシロキサン、テトラデカメチルヘキサシロキサン、ヘキサデカメチルヘプタシロキサ
ン、ヘプタメチル－３－｛（トリメチルシリポキシ）｝トリシロキサン、ヘキサメチル－
３，３，ビス｛（トリメチルシリル）オキシ｝トリシロキサン及びペンタメチル｛（トリ
メチルシリル）オキシ｝シクロトリシロキサン、並びにポリジメチルシロキサン、ポリエ
チルシロキサン、ポリメチルエチルシロキサン、ポリメチルフェニルシロキサン及びポリ
ジフェニルシロキサンが挙げられる。
【００７２】
　適切な有機溶媒は、芳香族炭化水素（例えばトルエン、キシレンなど）、脂肪族又は脂
環式炭化水素（例えばｎ－ペンタン、ｎ－ヘキサン、シクロヘキサンなど）、アルコール
（例えばメタノール、イソプロパノールなど）、アルデヒド、ケトン、エステル、エーテ
ル、グリコール、グリコールエーテル、ハロゲン化アルキル及び芳香族ハロゲン化物が挙
げられる。適切な炭化水素は、イソドデカン、イソヘキサデカン、Ｉｓｏｐａｒ　Ｌ（Ｃ

１１－Ｃ１３）、Ｉｓｏｐａｒ　Ｈ（Ｃ１１－Ｃ１２）及び水添ポリデセンが挙げられる
。適切なハロゲン化炭化水素は、ジクロロメタン、クロロホルム及び四塩化炭素が挙げら
れる。適切なエーテル及びエステルは、ネオペンタン酸イソデシル、ヘプタン酸ネオペン
チルグリコール、ジステアリン酸グリコール、炭酸ジカプリリル、炭酸ジエチルヘキシル
、プロピレングリコールｎ－ブチルエーテル、３－エトキシプロピオン酸エチル、酢酸プ
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ロピレングリコールメチルエーテル、ネオペンタン酸トリデシル、酢酸プロピレングリコ
ールメチルエーテル（ｐｒｏｐｙｌｅｎｅ　ｇｌｙｃｏｌ　ｍｅｔｈｙｌｅｔｈｅｒ　ａ
ｃｅｔａｔｅ、ＰＧＭＥＡ）、プロピレングリコールメチルエーテル（ｐｒｏｐｙｌｅｎ
ｅ　ｇｌｙｃｏｌ　ｍｅｔｈｙｌｅｔｈｅｒ、ＰＧＭＥ）、ネオペンタン酸オクチルドデ
シル、アジピン酸ジイソブチル、アジピン酸ジイソプロピル、ジカプリル／ジカプリン酸
プロピレングリコール及びパルミチン酸オクチルが挙げられる。独立した化合物として、
又は分散媒への成分として適切な追加の有機分散媒は、脂肪、油、脂肪酸及び脂肪族アル
コールが挙げられる。適切な担体／溶媒の追加の例は、米国特許出願公開第２０１０／０
３３００１１号に「分散媒」として記載されており、これは、この目的のために参照する
ことにより本明細書に組み込む。
【００７３】
　望ましくない副反応／反応生成物を防止するために、分散媒は、トリシロキサンを形成
するために利用される反応物／反応中間体に対して、不活性であるべきである。例えば、
分散媒は、エポキシ、Ｓｉ－Ｈ、エチレン性不飽和、及び／又はアミン官能基を有するべ
きではない。使用される分散媒の量は、特に限定されない。分散媒の組み合わせを利用し
てもよい。
【００７４】
　洗剤組成物（洗剤）
　洗剤組成物は、様々な用途に利用され得、一般的には、特定の用途に限定されない。例
えば、洗剤組成物は、食器洗い用洗剤組成物（例えば自動食器洗い用（ａｕｔｏ　ｄｉｓ
ｈｗａｓｈｉｎｇ　ｄｅｔｅｒｇｅｎｔ、ＡＤＷ）洗剤組成物）、洗濯洗剤組成物、染着
除去／前処理組成物又は硬質表面用洗剤組成物（例えば自動車ケア用洗剤）であってよい
。更なる洗剤用途は：個人用ケア及び個人用クレンジング製品（例えばボディウォッシュ
、シャンプー及びコンディショナー）、食器手洗い用、自動食器洗い用及び食器洗い用添
加剤を含む食器洗い用製品、洗濯洗剤（例えば手洗い用／自動洗濯機用洗剤）、織物柔軟
剤、カーペットクリーナー及び洗濯助剤（例えばしみ及び染着除去剤）を含む洗濯ケア製
品、多目的クリーナー、オーブン、窓／ガラス、金属、台所、床、浴室面のクリーナー、
デスケーラー、排水管洗浄剤、精練剤、家庭用殺菌剤／消毒剤、並びに家庭用ケアワイプ
及びフロアクリーニングシステムを含む表面ケア製品と、トイレ用ケアのためのシスタン
内デバイス、リムブロック及び液体、並びに液体、フォーム、ゲル及びタブレットを含む
トイレ用ケア製品が挙げられる。
【００７５】
　様々な実施形態において、クリーニング組成物は、水溶液、ゲル又は粉末であってよい
。クリーニング組成物は、洗いプロセスの前に、それ自体を洗濯物に直接小分けしてよく
、又はスプレー、ロールオン及び／又は接着パッチを経由して（やはり洗濯物に直接）小
分けしてよい。そのようなクリーニング組成物は、自動又は手洗いプロセスの洗い及び／
又はすすぎ段階内にも送達してもよい。
【００７６】
　トリシロキサンは、洗剤組成物中に様々な量で利用され得る。具体的な最終使用／用途
のための適切な量は、慣例的実験により容易に決定できる。トリシロキサンの組み合わせ
を利用してもよい。
【００７７】
　ある実施形態において、トリシロキサンは、１００重量部の洗剤組成物を基準として、
約０．００１～約２０、あるいは約０．００１～約１５、あるいは約０．００１～約１０
、あるいは約０．０１～約５、あるいは約０．０１～約１重量部の量で存在する。そのよ
うな範囲は、一般的に、「最終」又は「消費者向け」洗剤組成物に関連する。上記量は、
それ自体を大幅に増加又は減少させて、濃度及び／又は形態における変化に寄与すること
ができる。例えば、洗剤組成物が濃縮物、ゲル又は粉末の形態である実施形態において、
上記量は、約１０％、２５％、５０％、１００％、２００％、３００％、４００％、５０
０％、又はそれ以上に増加させてよい。洗剤組成物が希釈される場合、上記量は、類似し
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た手段で減少させてよい。
【００７８】
　様々な実施形態において、洗剤組成物は、少なくとも１つの分散剤を更に含む。洗剤組
成物に関連する様々なタイプの従来の分散剤を利用してよい。特定の実施形態において、
分散剤は、プロピレングリコールを含む。分散剤は、ある実施形態のトリシロキサンの相
溶性を向上させること、及び／又は洗剤組成物中のその量を増加させることに有用である
。分散剤は、溶媒であってもよい。
【００７９】
　ある実施形態において、分散剤は、１００重量部の洗剤組成物を基準として、約０．０
１～約５０、あるいは約０．１～約４０、あるいは約０．１～約３０、あるいは約０．１
～約２５、あるいは約１～約２０、あるいは約２～約１５、あるいは約２～約１０、ある
いは約２～約５重量部の量で存在する。そのような範囲は、一般的に、「最終」又は「消
費者向け」の洗剤組成物に関連する。上記量は、それ自体を増加又は減少させて、濃度及
び／又は形態における変化に寄与することができる。例えば、洗剤組成物が濃縮物、ゲル
又は粉末の形態である実施形態において、上記量は、約１０％、２５％、５０％、１００
％、２００％、３００％、４００％、５００％以上に増加させてよい。洗剤組成物が希釈
される場合、上記量は、類似した手段で減少させてよい。
【００８０】
　洗剤組成物は、当業界で理解される任意の数の従来の化合物、又は添加剤を更に含み得
、そのような成分は、様々な量で利用され得る。そのような追加の成分は、トリシロキサ
ンに加えて、洗剤組成物の第１又は第２の補充成分又は助剤成分であってよい。様々な追
加の成分は、以下により詳細に記載されている。ある成分は、異なる専門用語で分類され
得るが、その理由は、成分をそのような用語で分類するためでしかないことは認識される
べきであり、用語は、その機能に限定されることを意味しない。利用される場合、追加の
成分（複数可）は、洗剤組成物中に様々な量で存在し得る。当業者は、特定の洗剤組成物
の適切な量を容易に決定できる。
【００８１】
　洗剤組成物に適している追加の成分の例としては、界面活性剤、例えばアニオン性界面
活性剤、カチオン性界面活性剤、双性イオン性（両性）界面活性剤、非イオン性界面活性
剤、又はそれらの組み合わせが挙げられる。洗剤組成物に適切な更なる成分としては、研
磨剤、酸、アルカリ／塩基、抗微生物剤、再付着防止剤、スケール防止剤、ブリーチ、ビ
ルダー、キレート剤、着色剤、錯化剤、腐食防止剤、電解質、酵素、増量剤、抽出物、柔
軟剤、フィラー、蛍光性白色化剤、芳香剤／香料、発泡防止剤、製剤補助剤、ヒドロトロ
ープ、マイクロファイバー、乳白剤、防腐剤、加工助剤、レオロジー変更剤、塩、石鹸、
汚れ放出ポリマー、溶媒、溶解度改良剤、泡調整剤、油、増粘剤、酸化剤、粘度調整剤又
はそれらの組み合わせを含む洗剤組成物に適している。これらの成分などのいくつか及び
他のものに対する更なる例は、以下である。
【００８２】
　様々な実施形態において、洗剤組成物は、水を含む水性洗剤組成物（例えば脱塩水及び
／又はＤＩ水）である。他の溶媒、担体又は希釈剤も、水に加えて、かつ／又は、水の代
わりに利用できる。他の適切な溶媒は、エチレングリコール、プロピレングリコール、２
－ブトキシエタノール、ブチルジグリコール及びアルキルグリコールエーテルが挙げられ
る。適切な溶媒の更なる例としては、アルカノールアミン及びアルコール、例えばエタノ
ール及びイソプロパノール、又はそれらの組み合わせが挙げられる。適切なアルカノール
アミンは、トリイソプロパノールアミン、Ｎ－メチルジエタノールアミン及びＮ－エチル
ジエタノールアミンが挙げられる。ある実施形態において、アルカノールアミンは、エタ
ノールアミンである。適切なエタノールアミンの更なる例としては、モノエタノールアミ
ン（ｍｏｎｏｅｔｈａｎｏｌａｍｉｎｅ、ＭＥＡ）、ジエタノールアミン、トリエタノー
ルアミン、ジエチルエタノールアミン、トリイソプロパノールアミン及びジメチルエタノ
ールアミンが挙げられる。
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【００８３】
　ある実施形態において、水は、１００重量部の洗剤組成物を基準として、約５０～約９
５、あるいは約５５～約９０、あるいは約６０～約８０、あるいは約６０～約７０重量部
の量で存在する。そのような量は、上に記載したように増加又は減少させて、例えば、洗
剤組成物の濃縮又は希釈に寄与することができる。いくつかの実施形態において、洗剤組
成物は、水を実質的にから完全に含まない。
【００８４】
　洗剤組成物に適切なアニオン性界面活性剤の例としては、直鎖状アルキルベンゼンスル
ホン酸塩（ｌｉｎｅａｒ　ａｌｋｙｌｂｅｎｚｅｎｅ　ｓｕｌｆｏｎａｔｅ、ＬＡＳ）、
アルコールエトキシレート及びアルキル硫酸塩が挙げられ、洗剤組成物に適切な非イオン
性界面活性剤は、アルコールエトキシレートが挙げられ；洗剤組成物に適切なカチオン性
界面活性剤は、四級アンモニウム化合物が挙げられ；洗剤組成物に適切な両性界面活性剤
は、イミダゾリン及びベタインが挙げられる。更なる適切な界面活性剤は、以下に記載さ
れている。
【００８５】
　洗剤組成物に適しているアニオン性界面活性剤は、脂肪族アルコール硫酸塩、アルキル
硫酸塩、脂肪族アルコールエーテル硫酸塩／アルキルエーテル硫酸塩、アルカンスルホン
酸塩及びアルキルベンゼンスルホン酸塩が挙げられる。この文脈における更なる例は、Ｃ

１２－Ｃ１８脂肪族アルコール硫酸塩（ｆａｔｔｙ　ａｌｃｏｈｏｌ　ｓｕｌｆａｔｅ、
ＦＡＳ）、例えばＢＡＳＦ　ＣｏｒｐｏｒａｔｉｏｎのＳＵＬＦＯＰＯＮ（登録商標）Ｋ
　３５、Ｃ１２脂肪族アルコールエーテル硫酸塩、例えばＢＡＳＦ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉ
ｏｎのＴＥＸＡＰＯＮ（登録商標）Ｎ７０、第二級Ｃ１３－Ｃ１７アルカンスルホン酸塩
（ａｌｋａｎｅｓｕｌｆｏｎａｔｅ、ＳＡＳ）、例えばＣｌａｒｉａｎｔのＨＯＳＴＡＰ
ＵＲ（登録商標）ＳＡＳ　９３、及び直鎖状Ｃ８－Ｃ１８アルキルベンゼンスルホン酸塩
、具体的にはＬＡＳである。「硫酸塩」及び「スルホン酸塩」という用語は、塩の形態で
存在する、関連性があるアニオン性化合物以外に、遊離酸、すなわち詳細には対応するア
ルキル硫酸又はアルキルスルホン酸も含む。
【００８６】
　ある実施形態において、少なくとも１つのアニオン性界面活性剤は、１００重量部の洗
剤組成物を基準として、約０．１～約２５、あるいは約１～約１５、あるいは約２～約１
０、あるいは約３～約７重量部の量で存在する。そのような量は、上に記載したように増
加又は減少させて、例えば、洗剤組成物の濃縮又は希釈に寄与することができる。
【００８７】
　洗剤組成物に適している非イオン性界面活性剤は、ポリアルキレンオキシド界面活性剤
（ポリオキシアルキレン界面活性剤、又はポリアルキレングリコール界面活性剤としても
公知である）が挙げられる。適切なポリアルキレンオキシド界面活性剤は、ポリオキシプ
ロピレン界面活性剤及びポリオキシエチレングリコール界面活性剤が挙げられる。このタ
イプの適切な界面活性剤は、合成有機ポリオキシプロピレン（ＰＯ）ポリオキシエチレン
（ＥＯ）ブロックコポリマーである。これらの界面活性剤は、一般的に、ＥＯブロック及
びＰＯブロック、ＰＯ単位の中心ブロック、並びにＰＯ単位にグラフトしたＥＯを有する
ブロック、又はＰＯブロックが付着したＥＯの中心ブロックを含むジブロックポリマーを
含む。更に、この界面活性剤は、分子内にＥＯ又はＰＯの更なるブロックを有し得る。界
面活性剤は、ブチレンオキシド（ＢＯ）ブロックも含み得、２種又は３種のアルキレンオ
キシドのランダムな組み込み、例えばＥＯ／ＰＯ／ＢＯ、ＥＯ／ＰＯ／ＰＯ、ＥＯ／ＥＯ
／ＰＯなどを含み得る。そのような界面活性剤は、当技術分野で「ヘテリック」ブロック
界面活性剤と呼ばれ得る。
【００８８】
　洗剤組成物に適している追加の非イオン性界面活性剤は、アルコールアルコキシレート
が挙げられる。適切なアルコールアルコキシレートは、直鎖状アルコールエトキシレート
が挙げられる。追加のアルコールアルコキシレートは、アルキルフェノールエトキシレー
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ト、分岐アルコールエトキシレート、第二級アルコールエトキシレート、ヒマシ油エトキ
シレート、アルキルアミンエトキシレート（アルコキシレート化アルキルアミンとしても
公知である）、獣脂アミンエトキシレート、脂肪酸エトキシレート、ソルビタルオレエー
トエトキシレート、エンドキャッピングエトキシレート又はそれらの組み合わせが挙げら
れる。更なる非イオン性界面活性剤は、アミド、例えば脂肪族アルカノールアミド、アル
キルジエタノールアミド、ココナッツジエタノールアミド、ラウラミドジエタノールアミ
ド、ココアミドジエタノールアミド、ポリエチレングリコールココアミド、オレイン酸ジ
エタノールアミド又はそれらの組み合わせが挙げられる。なお更なる非イオン性界面活性
剤は、ポリアルコキシル化脂肪族塩基、ポリアルコキシル化アミド、グリコールエステル
、グリセロールエステル、酸化アミン、リン酸エステル、アルコールリン酸エステル、脂
肪族トリグリセリド、脂肪族トリグリセリドエステル、アルキルエーテルリン酸エステル
、アルキルエステル、アルキルフェノールエトキシレートリン酸エステル、アルキルポリ
サッカリド、ブロックコポリマー、アルキルポリグルコシド又はそれらの組み合わせが挙
げられる。
【００８９】
　ある実施形態において、少なくとも１つの非イオン性界面活性剤は、１００重量部の洗
剤組成物を基準として、約０．１～約２５、あるいは約１～約１５、あるいは約２～約１
０、あるいは約２～約５重量部の量で存在する。上に記載したようにそのような量を増加
又は減少させて、例えば、洗剤組成物の濃縮又は希釈に寄与することができる。他のタイ
プの界面活性剤も、類似した量で利用できる。
【００９０】
　洗剤組成物に適切な界面活性剤成分の更なる非限定的な例は、ＢＡＳＦ　Ｃｏｒｐｏｒ
ａｔｉｏｎから、ＬＵＴＥＮＳＯＬ（登録商標）、例えばＬＵＴＥＮＳＯＬ（登録商標）
ＸＰ　８０、ＬＵＴＥＮＳＯＬ（登録商標）ＴＯ　８、ＬＵＴＥＮＳＯＬ（登録商標）Ｇ
Ｄ　７０の商品名、ＴＥＴＲＯＮＩＣ（登録商標）、例えばＴＥＴＲＯＮＩＣ（登録商標
）３０４の商品名、ＰＬＵＲＡＦＡＣ（登録商標）、例えばＰＬＵＲＡＦＡＣ（登録商標
）ＳＬＦ１８０及びＰＬＵＲＡＦＡＣ（登録商標）ＬＦ　７１１の商品名、並びに、ＬＵ
ＴＥＮＳＩＴ（登録商標）、例えばＬＵＴＥＮＳＩＴ（登録商標）ＡＳ　２２３０の商品
名で市販されている。更なる非限定的な例は、Ｈｕｎｔｓｍａｎから、ＥＭＰＩＬＡＮ（
登録商標）、例えばＥＭＰＩＬＡＮ（登録商標）ＫＢ及びＥＭＰＩＬＡＮ（登録商標）Ｋ
Ｃの商品名、ＳＵＲＦＯＮＩＣ（登録商標）、例えばＳＵＲＦＯＮＩＣ（登録商標）Ｌ１
２の商品名、ＴＥＲＩＣ（登録商標）、例えばＴＥＲＩＣ（登録商標）１２Ａの商品名、
並びにＥＣＯＴＥＲＩＣ（登録商標）、例えばＥＣＯＴＥＲＩＣ（登録商標）Ｂ３０及び
ＥＣＯＴＥＲＩＣ（登録商標）Ｂ３５の商品名で市販されている。更なる非限定的な例は
、Ｃｒｏｄａから、ＮａｔＳｕｒｆ（商標）、例えばＮａｔＳｕｒｆ（商標）２６５の商
品名で市販されている。更なる非限定的な例は、Ｓｔｅｐａｎから、ＢＩＯ－ＳＯＦＴ（
登録商標）、例えばＢＩＯ－ＳＯＦＴ（登録商標）Ｎ１、ＢＩＯ－ＳＯＦＴ（登録商標）
Ｎ２３、ＢＩＯ－ＳＯＦＴ（登録商標）Ｎ９１及びＢＩＯ－ＳＯＦＴ（登録商標）Ｓ－１
０１の商品名、ＳＴＥＰＡＮＡＴＥ（登録商標）、例えばＳＴＥＰＡＮＡＴＥ（登録商標
）ＳＸＳの商品名、並びにＳＴＥＯＬ（登録商標）、例えばＳＴＥＯＬ（登録商標）ＣＳ
－３３０の商品名で市販されている。なお更なる非限定的な例は、Ａｉｒ　Ｐｒｏｄｕｃ
ｔｓから、ＮＯＮＩＤＥＴ（登録商標）並びにＴＯＭＡＤＯＬ（登録商標）、例えばＴＯ
ＭＡＤＯＬ（登録商標）１－７及びＴＯＭＡＤＯＬ（登録商標）２５－７の商品名で市販
されている。
【００９１】
　洗剤組成物に適切な研磨剤の例としては、方解石、長石、クオーツ、砂又はそれらの組
み合わせが挙げられる。洗剤組成物に適切な酸の例としては、有機酸、無機酸又はそれら
の組み合わせが挙げられる。適切な有機酸の更なる例としては、乳酸、酢酸、ギ酸、アス
コルビン酸、シュウ酸、ヒドロキシマレイン酸、メタンスルホン酸、マンデル酸、グリコ
ール酸、サリチル酸、ピラノシジル酸、例えばグルクロン酸又はガラクツロン酸、クエン
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酸、酒石酸、パモン酸、アルギン酸、ゲンチシン酸、ラクトビオン酸、コハク酸、トリク
ロロイソシアヌル酸、マレイン酸及びアクリル酸のポリマー、並びにそれらのコポリマー
を含む直鎖又は分岐カルボン酸が挙げられる。適切な無機酸の例としては、塩酸、次亜塩
素酸及び亜塩素酸、硫酸、亜硫酸、硝酸、リン酸、アミドスルホン酸／スルファミン酸、
過酸及び亜リン酸が挙げられる。
【００９２】
　洗剤組成物に適切なアルカリの例としては、水酸化アンモニウム、水酸化カリウム、エ
タノールアミン、炭酸ナトリウム、水酸化ナトリウム、ケイ酸ナトリウム又はそれらの組
み合わせが挙げられる。洗剤組成物に適切な抗微生物剤の例は、パイン油、四級アンモニ
ウム化合物、次亜塩素酸ナトリウム、トリクロカルバン、トリクロサン又はそれらの組み
合わせを含む。洗剤組成物に適切な再付着防止剤の例としては、カルボキシメチルセルロ
ース、ポリカルボン酸塩、ポリエチレングリコール、ケイ酸ナトリウム又はそれらの組み
合わせが挙げられる。洗剤組成物の適切なブリーチの例としては、塩素ブリーチ及び酸素
ブリーチ、例えば次亜塩素酸ナトリウム、過ホウ酸ナトリウム、過炭酸ナトリウム又はそ
れらの組み合わせが挙げられる。ある酸素ブリーチと組み合わせるととりわけ有用な、少
なくとも１つのブリーチ活性化物質も利用できる。
【００９３】
　洗剤組成物に適切なスケール防止剤の例としては、あるポリマー成分が挙げられる。ポ
リマー成分は、当技術分野では、分散剤及び／又はスケール防止剤と呼ばれ得る。様々な
実施形態において、ポリマー成分は、カルボキシレート官能性ポリマー又は修飾カルボキ
シレート官能性ポリマーを含む。ある実施形態において、ポリマー成分は、ポリアクリル
酸（ｐｏｌｙａｃｒｙｌｉｃ　ａｃｉｄ、ＰＡＡ）及び／又はアクリル／マレイン酸コポ
リマーを含む。一実施形態において、ポリマー成分は、ＰＡＡを含む。適切なポリマーの
他の例としては、約１，０００～約４００，０００の分子量を有するポリアクリレート、
並びに他の部分と組み合わせたアクリル酸系ポリマーが挙げられる。これらは、マレイン
酸、メタクリル酸；ホスホネート、マレイン酸及び酢酸ビニル、アクリルアミド；スルホ
フェノールメタリルエーテル、２－アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸、２
－アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸及びナトリウムスチレンスルホネート
、メタクリル酸メチル、メタリルスルホン酸ナトリウム及びスルホフェノールメタリルエ
ーテル、ポリマレエート、ポリメタクリレート、ポリアスパルテート、エチレンジアミン
ジスクシネート、有機ポリホスホン酸及びそれらの塩と組み合わせたアクリル酸を含む。
適切なポリマー成分の例は、ＢＡＳＦ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎから、ＳＯＫＡＬＡＮ（
登録商標）、例えばＳＯＫＡＬＡＮ（登録商標）ＣＰ　５、ＳＯＫＡＬＡＮ（登録商標）
ＣＰ　４２、ＳＯＫＡＬＡＮ（登録商標）ＣＰ　５０、ＳＯＫＡＬＡＮ（登録商標）ＰＡ
　２５　ＣＬ及びＰＡ　ＳＯＫＡＬＡＮ（登録商標）ＰＡ　３０　ＣＬ、ＳＯＫＡＬＡＮ
（登録商標）ＣＰ　１０　Ｓ、ＳＯＫＡＬＡＮ（登録商標）ＣＰ　１２　Ｓ及びＳＯＫＡ
ＬＡＮ（登録商標）１３　Ｓの商品名で市販されている。「ＣＰ」は、一般的に、コポリ
マーを指定する一方、「ＰＡ」は、一般的に、ポリアクリレートを指定する。
【００９４】
　洗剤組成物に適切なビルダーの例としては、金属クエン酸塩、複合リン酸塩、クエン酸
ナトリウム、炭酸ナトリウム、ケイ酸ナトリウム、メタケイ酸ナトリウム、アルミノケイ
酸ナトリウム（ゼオライト）又はそれらの組み合わせが挙げられる。あるビルダー、例え
ばクエン酸ナトリウムも、水の硬度を調整するために利用できる。洗剤組成物に適切なキ
レート剤の例としては、アミノカルボキシレート及びその塩、例えばメチルグリシン－Ｎ
－Ｎ－二酢酸（ｍｅｔｈｙｌｇｌｙｃｉｎｅ－Ｎ－Ｎ－ｄｉａｃｅｔｉｃ　ａｃｉｄ、Ｍ
ＧＤＡ）、ニトリロ三酢酸（ｎｉｔｒｉｌｏｔｒｉａｃｅｔｉｃ　ａｃｉｄ、ＮＴＡ）、
ヒドロキシエチルエチレンジアミン三酢酸（ｈｙｄｒｏｘｙｅｔｈｙｌｅｔｈｙｌｅｎｅ
ｄｉａｍｉｎｅｔｒｉａｃｅｔｉｃ　ａｃｉｄ、ＨＥＤＴＡ）、Ｎ，Ｎ－ビス（カルボキ
シメチル）－Ｌ－グルタミネート（Ｎ，Ｎ－ｂｉｓ（ｃａｒｂｏｘｙｍｅｔｈｙｌ）－Ｌ
－ｇｌｕｔａｍａｔｅ、ＧＬＤＡ）、エチレンジアミン四酢酸（ｅｔｈｙｌｅｎｅｄｉａ
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ｍｉｎｅｔｅｔｒａａｃｅｔｉｃ　ａｃｉｄ、ＥＤＴＡ）、ジエチレントリアミン五酢酸
（ｄｉｅｔｈｙｌｅｎｅｔｒｉａｍｉｎｅｐｅｎｔａａｃｅｔｉｃ　ａｃｉｄ、ＤＴＰＡ
）又はそれらの組み合わせが挙げられる。
【００９５】
　洗剤組成物に適切な着色剤の例としては、顔料、色素又はそれらの組み合わせが挙げら
れる。洗剤組成物に適切な腐食防止剤の例は、ケイ酸ナトリウムである。洗剤組成物に適
切な酵素の例としては、アミラーゼ、リパーゼ、プロテアーゼ、セルラーゼ又はそれらの
組み合わせが挙げられる。洗剤組成物に適切な柔軟剤の例としては、四級アンモニウム化
合物が挙げられる。洗剤組成物に適切な蛍光性白色化剤（蛍光増白剤とも呼ばれる）の例
としては、無色蛍光化合物が挙げられる。
【００９６】
　洗剤組成物に適切なヒドロトロープの例としては、スルホン酸塩、例えばキシレンスル
ホン酸塩、クメンスルホン酸塩、トルエンスルホン酸塩及びジヘキシルナトリウムスルホ
ン酸塩、アルキル硫酸塩、例えばオクチル硫酸ナトリウム、尿素、イソプロパノール及び
他のアルコール、例えばエチルアルコール、アルコールアルコキシレート、グリコール、
例えばヘキシレングリコール及びプロピレングリコール、米国特許第３，５６３，９０１
号、及び米国特許第４，４４３，２７０号に記載されているものが挙げられ、これらは、
この目的のために参照することにより本明細書に組み込む。適切なヒドロトロープ成分の
非限定的な例は、ＢＡＳＦ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎから、ＴＥＸＡＰＯＮ（登録商標）
、例えばＴＥＸＡＰＯＮ（登録商標）８４２の商品名で市販されている。
【００９７】
　ある実施形態において、少なくとも１つのヒドロトロープは、１００重量部の洗剤組成
物を基準として、約０．１～約２５、あるいは約０．１～約１５、あるいは約０．５～約
１０、あるいは約１～約５重量部の量で存在する。そのような量は、上に記載したように
増加又は減少させて、例えば、洗剤組成物の濃縮又は希釈に寄与することができる。
【００９８】
　洗剤組成物に適切な乳白剤の例としては、ポリマー、二酸化チタン、酸化亜鉛又はそれ
らの組み合わせが挙げられる。洗剤組成物に適切な防腐剤の例としては、ブチル化ヒドロ
キシトルエン、エチレンジアミン四酢酸、グルタルアルデヒド又はそれらの組み合わせが
挙げられる。洗剤組成物に適切な加工助剤の例としては、クレイ、ポリマー、ケイ酸ナト
リウム、硫酸ナトリウム、溶媒又はそれらの組み合わせが挙げられる。洗剤組成物に適切
な泡調整剤の例としては、泡安定剤及び泡抑制剤、例えばアルカノールアミド、酸化アル
キルアミン、リン酸アルキル、シリコーン、石鹸又はそれらの組み合わせが挙げられる。
【００９９】
　洗剤組成物に適している追加のタイプ、形態、使用及び成分は、米国特許：第４，４９
２，６４６号、第５，７５０，４８３号、第５，７６２，６４７号、第６，１６９，０６
３号、第６，２７４，５３９号、第６，５２１，５８７号、第７，８６７，９６６号、第
７，９９４，１１１号、第８，１５８，５７０号、第８，２４６，６９６号、第８，２６
８，０１６号、第８，５１２，４８０号、第８，６９１，８８０号及び第８，７１５，３
６９号、米国特許出願公開第２００４／０００５９９１号、第２０１１／０１１２００５
号、第２０１３／０２６１０４３号、第２０１３／０２７４１６７号、第２０１３／０３
２７３６４号、第２０１４／０２６１５６１号、第２０１４／０１０６４３９号及び第２
０１５／０３２９８０２号国際公開公報第２００８／１２２３８８号、第２０１１／０８
９４１０号、第２０１４／０３７７００号及び第２０１６／００８７６５号及びカナダ特
許第２５７６３００号に記載されており、そのそれぞれは、この目的のために参照するこ
とにより本明細書に組み込む。当業者は、従来の洗剤配合物は、本発明のトリシロキサン
（複数可）の包含に寄与するように調整できることを認識する。
【０１００】
　洗剤組成物は、典型的には、約５～約１３、あるいは約６～約１２、あるいは約７～約
１１、あるいは約７～約１０、又は、こうした値の最低値から最高値の間における任意の
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範囲のｐＨを有する。洗剤組成物のｐＨは、一般的に、洗剤組成物を形成するために利用
される成分のタイプ及び量により付与される。必要に応じて、ｐＨ緩衝液系、例えばリン
酸塩緩衝液又はクエン酸塩緩衝液は、ｐＨの安定化剤に使用してよいが、これらは要件で
はない。
【０１０１】
　ある実施形態において、洗剤組成物は、洗剤組成物を環境的に更に許容できるようにす
るリン含有化合物を実質的に含まない。リンを含まないとは、リン含有化合物が添加され
ていない組成物、混合物又は成分を指す。リン含有化合物は、リンを含まない組成物、混
合物又は成分が汚染されることで存在するはずであり、生じた洗剤組成物におけるリン含
有化合物のレベルは、各１００重量部の洗剤組成物を基準として、典型的には、約０．５
、あるいは約０．１、あるいは約０．０１重量％をそれぞれ下回る。様々な実施形態にお
いて、洗剤組成物は、リン含有化合物を完全に排除する。
【０１０２】
　様々な実施形態において、洗剤組成物は、塩素含有成分を含まない。塩素を含有する成
分の例としては、一般的には、強酸化剤の群に属する塩素ブリーチが挙げられ、そのすべ
てが自らの分子内に１個以上の塩素原子を有する。当業界で使用される塩素ブリーチの具
体的な例としては、塩素化イソシアヌレート、塩素化リン酸三ナトリウム、次亜塩素酸塩
及び次亜塩素酸ナトリウムが挙げられる。塩素含有成分を含まないとは、一般的に、洗剤
組成物が、塩素を含む意図的に添加される成分、例えば塩素ブリーチ、例として次亜塩素
酸ナトリウムの添加を含まないことを意味する。いくつかの実施形態では、洗剤組成物は
、いくらか少量の（ｓｏｍｅ　ｔｒａｃｅ　ａｍｏｕｎｔ　ｏｆ）塩素、例えば１つ以上
の成分に存在する微量の塩素を含む。
【０１０３】
　様々な実施形態において、洗剤組成物は、１００重量部の洗剤組成物を基準として、そ
れぞれ約０．５０～ゼロ（０）近く、あるいは約０．２５～０近く、あるいは約０．１０
～０重量％近くの量で塩素を含む。ある実施形態において、洗剤組成物は、塩素を完全に
排除する。
【０１０４】
　いくつかの実施形態では、洗剤組成物は、ブリーチ成分を含まない。塩素ブリーチは、
広く使用されているブリーチ成分になることが多いが、他のブリーチは、非塩素系ブリー
チ、例えば洗い水中で活性酸素を放出する過酸化化合物が挙げられる。非塩素系ブリーチ
の更なる例としては、過ホウ酸塩／過ホウ酸ナトリウム、一過硫酸カリウム、過炭酸ナト
リウム、過酸化水素及び有機過酸が挙げられる。様々な実施形態において、洗剤組成物は
、１００重量部の洗剤組成物を基準として、ブリーチ成分を、約１５～ゼロ（０）近く、
あるいは約１０～０近く、あるいは約５．０～０近く、あるいは約１．０～０重量％近く
の量で含む。ある実施形態において、洗剤組成物は、ブリーチ成分を完全に排除する。
【０１０５】
　洗剤組成物を形成する方法
　洗剤組成物は、様々な方法により形成され得る。典型的には、洗剤組成物は、単に、す
べての成分を一緒に組み合わせること、例えば混合することにより形成される。洗剤組成
物は、特定の製造方法に一切限定されない。当業者は、特定の洗剤組成物、形態及び／又
はそれらの最終使用に基づき、適切な製造方法を容易に決定できる。
【０１０６】
　様々なトリシロキサン及び関連した形成方法、並びにそのようなトリシロキサンを含む
洗剤組成物を例証する以下の実施例は、本発明を例証し、限定しないように意図されてい
る。
【実施例】
【０１０７】
　実施例１：ヘプタメチルトリシロキサン及び２－アリルオキシエタノールのヒドロシリ
ル化
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　１３．２９ｇのヘプタメチルトリシロキサン（９８％、ＴＣＩ　Ａｍｅｒｉｃａ）及び
２０ｇのトルエン（≧９９．５％、Ｆｉｓｈｅｒ　Ｓｃｉｅｎｔｉｆｉｃ）を、窒素パー
ジ下で反応フラスコに添加し、電磁撹拌機で混合した。混合物を、窒素パージ下で保持し
、４０℃に加熱した。シリンジに、７．８７ｇの２－アリルオキシエタノール（９８％、
Ａｌｄｒｉｃｈ）を充填し、シリンジポンプに入れた。一旦４０℃にて、２－アリルオキ
シエタノールを、～２５０μＬ／分で反応に計量供給した。～５％の２－アリルオキシエ
タノールを添加した後で、ヘキサメチルジシロキサン中の１０８．８μＬの１％白金錯体
を添加した。反応物は最初に発熱し、残りの２－アリルオキシエタノールを添加すると、
５９．５℃の最高温度に到達した。合計６．８２ｇの２－アリルオキシエタノールを添加
した。反応を６０℃にて３時間保ち、次いで冷却した。
【０１０８】
　生じた試料を、活性炭で処理し、濾過した。未反応のヘプタメチルトリシロキサン（Ｂ
ｉｓＨ）及びトルエンを、ロータリーエバポレーター（Ｒｏｔｏｖａｐ）を使用して３時
間ストリッピングした（７５℃、＜１０ｍｂａｒ）。次いで、試料を室温にて０．１５ｔ
ｏｒｒで２４時間保った。１Ｈ、２９Ｓｉ及び１３Ｃで、標的のヒドロシリル化反応生成
物を確認し、ごく微量の異性体が留まった。具体的には、ストリッピング後の化学組成は
、以下の通りであった：ＢｉｓＨ－２－アリルオキシエタノール、９９．４６重量％、及
び２－アリルオキシエタノール異性体、０．５４重量％。この実施例で形成されたトリシ
ロキサンは、１個のヒドロキシル官能（－ＯＨ）基を有する。この実施例の反応スキーム
は、すぐ下で例証されている。
【０１０９】

【化５】

【０１１０】
　実施例２：ヘプタメチルトリシロキサン及びトリメチロールプロパンアリルエーテルの
ヒドロシリル化
　１０．７５ｇのヘプタメチルトリシロキサン（９８％、ＴＣＩ　Ａｍｅｒｉｃａ）及び
２０ｇのトルエン（≧９９．５％、Ｆｉｓｈｅｒ　Ｓｃｉｅｎｔｉｆｉｃ）を、窒素パー
ジ下で反応フラスコに添加し、電磁撹拌機で混合した。混合物を、窒素パージ下で保持し
、４０℃に加熱した。シリンジに、１１．３７ｇのトリメチロールプロパンアリルエーテ
ル（９８％、Ａｌｄｒｉｃｈ）を充填し、シリンジポンプに入れた。一旦４０℃にて、ト
リメチロールプロパンアリルエーテルを、～２５０μＬ／分で反応に計量供給した。～５
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％のトリメチロールプロパンアリルエーテルを添加した後で、８７．９μＬのヘキサメチ
ルジシロキサン中の１％白金錯体を添加した。反応物は最初に発熱し、残りのトリメチロ
ールプロパンアリルエーテルを添加すると５８．９℃の最高温度に到達した。合計９．４
４ｇのトリメチロールプロパンアリルエーテルを添加した。反応を６０℃にて３時間保ち
、次いで冷却した。
【０１１１】
　生じた試料を、活性炭で処理し、濾過した。未反応のＢｉｓＨ及びトルエンは、ロータ
リーエバポレーターを使用して１時間ストリッピングした（６０℃、＜１０ｍｂａｒ）。
次いで、試料を室温にて０．２ｔｏｒｒで２４時間保った。１Ｈ、２９Ｓｉ及び１３Ｃで
、標的のヒドロシリル化反応生成物、並びに～４．３７重量％の異性体、及び０．１重量
％未満の溶媒が留まったことを確認した。具体的には、ストリッピング後の化学組成は、
以下の通りであった：ＢｉｓＨ－トリメチロールプロパンアリルエーテル、９５．５８重
量％、トリメチロールプロパンアリルエーテル異性体、４．３７重量％、及びトルエン、
０．０５重量％。この実施例で形成されたトリシロキサンは、２個のヒドロキシル官能基
を有する。この実施例の反応スキームは、すぐ下で例証されている。
【０１１２】
【化６】

【０１１３】
　実施例３：トリシロキサンモノグリセロールの調製
　１２５．５８ｇの１，１，１，３，５，５，５－ヘプタメチルトリシロキサン（Ｂｉｓ
Ｈ）、２２．５ｇのアリルグリセロール及び１６８ｇのイソプロピルアルコール（ｉｓｏ
ｐｒｏｐｙｌ　ａｌｃｏｈｏｌ、ＩＰＡ）を、窒素パージ下で反応フラスコに添加し、か
き混ぜ機で混合した。混合物を、窒素パージ下で保持し、７０℃に加熱した。０．３ｇの
ヘキサメチルジシロキサン／ＩＰＡ中の１．１％白金錯体を添加した。反応物は最初に発
熱した。２５．２ｇのアリルグリセロール、１６．８ｇのＩＰＡ、及び０．３ｇのヘキサ
メチルジシロキサン／ＩＰＡ中の１．１％白金錯体を、第２のステップとして添加した。
２５．２ｇのアリルグリセロール、１２．６ｇのＩＰＡ、及び０．３ｇのヘキサメチルジ
シロキサン／ＩＰＡ中の１．１％白金錯体を、第３のステップとして添加した。１６．８
ｇのアリルグリセロール、１２．６ｇのＩＰＡ、及び０．２０９ｇのヘキサメチルジシロ
キサン／ＩＰＡ中の１．１％白金錯体を、第４のステップとして添加した。合計８９．７
ｇのアリルグリセロールを合計１２５．５８ｇのＢｉｓＨに対して添加した。反応を７０
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【０１１４】
　試料を活性炭で処理し、濾過した。未反応のＢｉｓＨ及びＩＰＡは、真空ポンプを使用
して２時間ストリッピングした（８０℃、＜１０ｍｍＨｇ）。１Ｈ、２９Ｓｉ及び１３Ｃ
で、標的のヒドロシリル化反応生成物を確認し、ごく微量の異性体が留まった。具体的に
は、ストリッピング後の化学組成は、以下の通りであった：ＢｉｓＨ－アリルグリセロー
ル、９６．５０重量％、及びアリルグリセロール異性体、３．５０重量％。この実施例で
形成されたトリシロキサンは、すぐ下で例証されているように、２個のヒドロキシル官能
基を有する。
【０１１５】
【化７】

【０１１６】
　実施例４：ＢｉｓＨ及びアリルグリセロールのヒドロシリル化
　１２．０９６ｇのＢｉｓＨ及び２０．００ｇのＩＰＡを、窒素パージ下で、反応フラス
コ中において混合し、４０℃に加熱した。シリンジに、７．９０４ｇのアリルグリセロー
ルを充填し、次いでシリンジポンプに入れた。一旦４０℃にて、アリルグリセロールを、
６６９μＬ／分で反応に計量供給した。～５％のアリルグリセロールを添加した後で、ヘ
キサメチルジシロキサン中のＫａｒｓｔｅｄｔ触媒の１％溶液（９８．９８μＬ）を添加
して、１８ｐｐｍ　Ｐｔ触媒を得た。反応物を発熱させ、アリルグリセロールをすべて添
加した後で６０℃に冷却した。次いで、反応を６０℃にて３時間保ち、次いで冷却した。
【０１１７】
　未反応のＢｉｓＨ及びＩＰＡは、Ｒｏｔｏｖａｐを使用して３時間ストリッピングした
（７５℃、３ｍｂａｒ）。ストリッピング後の化学組成は、以下の通りであった：Ｂｉｓ
Ｈ－３－アリルオキシ－１，２－プロパンジオール、９５．３６重量％、及び異性体、４
．６４重量％。この実施例で形成されたトリシロキサンは、２個のヒドロキシル官能基を
有する。この実施例の反応スキームは、すぐ下で例証されている。
【０１１８】
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【化８】

【０１１９】
　実施例５：ヘプタメチルトリシロキサン及びアリルグリシジルエーテルのヒドロシリル
化
　７１．２２ｇのＢｉｓＨ及び４３．７８ｇのアリルグリシジルエーテル（ａｌｌｙｌ　
ｇｌｙｃｉｄｙｌ　ｅｔｈｅｒ、ＡＧＥ）を、窒素パージ下で、反応フラスコ中において
混合し、６０℃に加熱した。一旦６０℃にて、この溶液（２４．４２μＬ）にＩＰＡ中の
Ｋａｒｓｔｅｄｔ触媒の１％溶液を添加して、８ｐｐｍ　Ｐｔを得た。反応物を発熱させ
、７５℃に冷却した。反応を、７５℃にて３時間保ち、次いで冷却した。
【０１２０】
　未反応のＢｉｓＨ、過剰なＡＧＥ及びＡＧＥ異性体は、単に減圧蒸留のみを使用して３
時間ストリッピングした（９０℃、５ｍｍＨｇ）。ストリッピング後の化学組成は、以下
の通りであった：ＢｉｓＨ－ＡＧＥ、１００．００重量％。この実施例の反応スキームは
、すぐ下で例証されている。
【０１２１】

【化９】

【０１２２】
　実施例６：ＢｉｓＨ－ＡＧＥ及びジエタノールアミンのエポキシ開環反応



(29) JP 6791981 B2 2020.11.25

10

20

30

40

50

　実施例５で生成された８３．４３０ｇのエポキシ官能トリシロキサン中間体、２６．０
５６ｇのジエタノールアミン（ＤＥＡ）及び３０．０００ｇのＩＰＡを、反応フラスコに
添加した。反応は、反応溶液越しに窒素パージを使用して、不活性雰囲気中で行った。次
いで、反応を７５℃に加熱し、これらの条件で完了まで保った。
【０１２３】
　ＩＰＡは、単に減圧蒸留のみを３時間使用して除去した（４５℃、～５ｍｍＨｇ）。反
応の進展をＨ１　ＮＭＲにより追跡した。反応は、エポキシのＣＨピークが～３．１ｐｐ
ｍから～３．９ｐｐｍに完全にシフトした際に、完了とみなした。減圧蒸留後の化学組成
は、以下の通りであった：ＢｉｓＨ－ＡＧＥ－ＤＥＡ、９９．７０重量％、及びＩＰＡ、
０．３０重量％。この実施例で形成されたトリシロキサンは、３個のヒドロキシル官能基
を有する。この実施例の反応スキームは、すぐ下で例証されている。
【０１２４】
【化１０】

【０１２５】
　実施例７：ＢｉｓＨ－ＡＧＥ及びジイソプロパノールアミンのエポキシ開環反応
　実施例５で生成された、６５．８４９ｇのエポキシ官能トリシロキサン中間体、２６．
０５２ｇのジイソプロパノールアミン（ＤＩＰＡ）、及び３０．０００ｇのＩＰＡを、反
応フラスコに添加した。反応は、反応溶液越しに窒素パージを使用して、不活性雰囲気中
で行った。次いで、反応を７５℃に加熱し、これらの条件で完了まで保った。
【０１２６】
　ＩＰＡは、単に減圧蒸留のみを３時間使用して除去した（４５℃、～５ｍｍＨｇ）。反
応の進展をＨ１　ＮＭＲにより追跡した。反応は、エポキシのＣＨピークが～３．１ｐｐ
ｍから～３．９ｐｐｍに完全にシフトした際に、完了とみなした。減圧蒸留後の化学組成
は、以下の通りであった：ＢｉｓＨ－ＡＧＥ－ＤＩＰＡ、９９．７０重量％、及びＩＰＡ
、０．３０重量％。この実施例で形成されたトリシロキサンは、３個のヒドロキシル官能
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基を有する。この実施例の反応スキームは、すぐ下で例証されている。
【０１２７】
【化１１】

【０１２８】
　実施例８：ＢｉｓＨ及びアリルジグリセロールのヒドロシリル化
　５６．８１ｇのＢｉｓＨ及びアリルジグリセロールの合計（合計７１．１９ｇ）の半分
を、窒素パージ下で反応フラスコ中において混合し、４５℃に加熱した。一旦４５℃にて
、ＩＰＡ中の１％溶液のＫａｒｓｔｅｄｔ触媒（２５．４８μＬ）を添加して、８ｐｐｍ
　Ｐｔを得た。反応物を発熱させ、８０℃に冷却した。アリルジグリセロールのもう半分
を反応溶液に添加した。一旦、反応を再度発熱し、７０℃に冷却した。次いで、反応を７
０℃にて４時間保ち、次いで、冷却した。
【０１２９】
　反応後の化学組成は、以下の通りであった：ＢｉｓＨ－アリルジグリセロール、８８．
８８重量％、及び異性体、１１．１２重量％。この実施例で形成されたトリシロキサンは
、すぐ下で例証されているように３個のヒドロキシル官能基を有する。
【０１３０】
【化１２】
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【０１３１】
　実施例９：ＢｉｓＨ及びアリルキシリトールのヒドロシリル化
　９．７３９ｇのアリルキシリトール及び２０．０１７ｇのＩＰＡを、窒素パージ下で、
反応フラスコ中において混合し、５０℃に加熱した。シリンジに、１０．２６１ｇのＢｉ
ｓＨを充填し、次いでシリンジポンプに入れた。一旦５０℃にて、ＢｉｓＨを８８１μＬ
／分で反応に計量供給した。～５％のＢｉｓＨを添加した後で、ヘキサメチルジシロキサ
ン中のＫａｒｓｔｅｄｔ触媒の１％溶液（８３．９６μＬ）を添加して、１６ｐｐｍ　Ｐ
ｔを得た。反応物を発熱させ、すべてのＢｉｓＨを添加した後で、６０℃に冷却した。次
いで、反応を、６０℃にて３時間保ち、次いで冷却した。
【０１３２】
　未反応のＢｉｓＨ及びＩＰＡは、Ｒｏｔｏｖａｐを使用して３～５時間ストリッピング
した（７５℃、３ｍｂａｒ）。ストリッピング後の化学組成は、以下の通りであった：Ｂ
ｉｓＨ－アリルキシリトール、９７．７４重量％、及び異性体、２．８６重量％。この実
施例で形成されたトリシロキサンは、４個のヒドロキシル官能基を有する。この実施例の
反応スキームは、すぐ下で例証されている。
【０１３３】
【化１３】

【０１３４】
　実施例１０：ＢｉｓＨ－ＡＧＥ－トリス（ヒドロキシメチル）アミノメタンのエポキシ
開環反応
　実施例５で生成された５．５１６ｇのエポキシ官能トリシロキサン中間体、１．９８４
ｇのトリス（ヒドロキシメチル）アミノメタン（トリス）、５．２５０ｇのメタノール及
び１２．２５０ｇのＩＰＡを、反応フラスコに添加した。反応は、反応溶液越しに窒素パ
ージを使用して、不活性雰囲気中で行った。次いで、反応を７５℃に加熱し、反応が完了
するまでこれらの条件で保った。
【０１３５】
　ＩＰＡ及びメタノールは、Ｒｏｔｏｖａｐを使用してストリッピングした（７５℃、３
ｍｂａｒ）。反応の進展をＨ１　ＮＭＲにより追跡した。反応は、エポキシのＣＨピーク
が～３．１ｐｐｍから～３．９ｐｐｍに完全にシフトした際に、完了とみなした。ストリ
ッピング後の化学組成は、以下の通りであった：ＢｉｓＨ－ＡＧＥ－トリス、９９．７０



(32) JP 6791981 B2 2020.11.25

10

20

30

40

重量％、及びＩＰＡ、０．３０重量％。この実施例で形成されたトリシロキサンは、４個
のヒドロキシル官能基を有する。この実施例の反応スキームは、すぐ下で例証されている
。
【０１３６】
【化１４】

【０１３７】
　実施例１１：ＢｉｓＨ－ＡＧＥ及びｎ－メチルグルカミンのエポキシ開環反応
　実施例５で生成された１５．８２４ｇのエポキシ官能トリシロキサン中間体、９．１７
６ｇのｎ－メチルグルカミン（ｎ－ｍｅｔｈｙｌｇｌｕｃａｍｉｎｅ、ＮＭＧ）、８．７
５０ｇのメタノール及び１６．２５０ｇのＩＰＡを、反応フラスコに添加した。反応は、
反応溶液越しに窒素パージを使用して、不活性雰囲気中で行った。次いで、反応を７５℃
に加熱し、反応が完了するまでこれらの条件で保った。
【０１３８】
　メタノール及びＩＰＡは、Ｒｏｔｏｖａｐを使用して３時間ストリッピングした（７５
℃、３ｍｂａｒ）。反応の進展をＨ１　ＮＭＲにより追跡した。反応は、エポキシのＣＨ
ピークが～３．１ｐｐｍから～３．９ｐｐｍに完全にシフトした際に、完了とみなした。
ストリッピング後の化学組成は、以下の通りであった：ＢｉｓＨ－ＡＧＥ－ＮＭＧ、９８
．２０重量％、及びＩＰＡ、１．８０重量％。この実施例で形成されたトリシロキサンは
、６個のヒドロキシル官能基を有する。この実施例の反応スキームは、すぐ下で例証され
ている。
【０１３９】
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【化１５】

【０１４０】
　実施例１２：ＡＧＥ及びＤＩＰＡのエポキシ開環反応
　１２．８５５ｇのＡＧＥ、１２．５００ｇのＤＩＰＡ及び２４．６４５ｇのトルエンを
、反応フラスコに添加した。反応は、反応溶液越しに窒素パージを使用して、不活性雰囲
気中で行った。次いで、反応を７５℃に加熱し、これらの条件で完了まで保った。
【０１４１】
　トルエンは、Ｒｏｔｏｖａｐを使用して３時間ストリッピングした（７５℃、３ｍｂａ
ｒ）。反応の進展をＨ１　ＮＭＲにより追跡した。反応は、エポキシのＣＨピークが～３
．１ｐｐｍから～３．９ｐｐｍに完全にシフトした際に、完了とみなした。ストリッピン
グ後の化学組成は、以下の通りであった：ＡＧＥ－ＤＩＰＡ、９９．７０重量％、及びト
ルエン、０．３０重量％。この実施例の反応スキームは、すぐ下で例証されている（各Ｒ
がプロパノール基である場合）。
【０１４２】
【化１６】

【０１４３】
　実施例１３：ＢｉｓＨ及びアリルＡＧＥ－ＤＩＰＡのヒドロシリル化
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　１．２５９４ｇのＢｉｓＨ、実施例１２で生成された１．２６６ｇのアリルＡＧＥ－Ｄ
ＩＰＡ材料、及び２．０５２ｇのＩＰＡは、窒素パージ下で、反応フラスコ中において混
合し、６０℃に加熱した。一旦６０℃にて、この溶液に、ヘキサメチルジシロキサン中の
Ｋａｒｓｔｅｄｔ触媒の１％溶液（２０．２６μＬ）を添加して、３０ｐｐｍ　Ｐｔを得
た。反応物を発熱させ、７０℃に冷却した。次いで、反応は７０℃にて完了まで保った。
【０１４４】
　反応は、未反応のＳｉ－Ｈピークが、Ｈ１　ＮＭＲスペクトルにおいて～４．５６ｐｐ
ｍで存在しなくなった場合完了とみなす。ＩＰＡは、Ｒｏｔｏｖａｐを使用して４時間ス
トリッピングした（７５℃、３ｍｂａｒ）。ストリッピング後の化学組成は、以下の通り
であった：ＢｉｓＨ－ＡＧＥ－ＤＩＰＡ、８９．７７重量％、ＡＧＥ－ＤＩＰＡ異性体、
９．９９重量％、及びＩＰＡ、０．２４重量％。この実施例で形成されたトリシロキサン
は、３個のヒドロキシル官能基を有する。この実施例の反応スキームは、すぐ下で例証さ
れている。
【０１４５】

【化１７】

【０１４６】
　実施例１４（予想）：ＢｉｓＨ及びアリルソルビトールのヒドロシリル化
　１０．３ｇのアリルソルビトール及び２０．０１７ｇのＩＰＡは、窒素パージ下で、反
応フラスコ中において混合し、５０℃に加熱する。シリンジに、１０．３ｇのＢｉｓＨを
充填し、次いでシリンジポンプに入れる。一旦５０℃にて、ＢｉｓＨを反応容器に８８１
μＬ／分で計量供給する。～５％のＢｉｓＨを添加した後で、ヘキサメチルジシロキサン
中のＫａｒｓｔｅｄｔ触媒の１％溶液（８３．９６μＬ）を添加して、１６ｐｐｍ　Ｐｔ
を得る。反応物を発熱させ、ＢｉｓＨのすべてを添加した後で、６０℃に冷却する。次い
で、反応を６０℃にて３時間保ち、次いで冷却する。
【０１４７】
　未反応のＢｉｓＨ及びＩＰＡは、Ｒｏｔｏｖａｐを使用して５時間ストリッピングする
（７５℃、３ｍｂａｒ）。ストリッピング後の化学組成は、以下のように推定される：Ｂ
ｉｓＨ－アリルソルビトール、９６．０重量％、及び異性体、４．０重量％。この実施例
で形成されたトリシロキサンは、５個のヒドロキシル官能基を有する。この実施例の反応
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スキームは、すぐ下で例証されている。
【０１４８】
【化１８】

【０１４９】
　界面活性の評価
　トリシロキサンポリエーテル材料を含む様々なトリシロキサン材料を、ＥＵの洗剤に関
する指示（「指示」、ＥＣ　Ｎｏ．６４８／２００４）の観点において研究した。多くの
トリシロキサンポリエーテル材料、とりわけ高レベルのポリエチレンオキシドを含有する
ものは、指示によれば「界面活性剤」として分類可能であったことが見出された。したが
って、そのような界面活性剤は、この指示の対応する生分解性要件により制限を受ける。
対照的に、他のトリシロキサン材料は、この指示によれば分類可能な界面活性剤の範囲外
になることが見出された。したがって、そのような「非界面活性剤」は、一般的には、非
水溶性流体である、又は水中で固体微粒子を形成するとみなされ、それ自体は、この指示
の対応する生分解性要件により制限を受けない。このように、ある非界面活性トリシロキ
サンは、欧州では洗剤組成物として利用されるが、その理由は、このトリシロキサンが指
示に従っているためである。
【０１５０】
　指示は、本質的には、材料が界面活性剤として分類される場合、材料は、ある生分解プ
ロトコールに合格しなければならないとしている。界面活性剤は、一般的に：
　１）水中に材料が０．５重量％の濃度で、水の表面張力を≦４５ダイン／ｃｍに低下さ
せること（又は≦４５ｍＮ／ｍ）、
　２）空気／水界面において拡散又は吸着単層を形成すること、
　３）エマルション、マイクロエマルション及び／又はミセルを形成すること、
　４）並びに水／固体界面で吸着することが可能である材料と定義されていた。
【０１５１】
　生分解要件は、一般的には、材料の遊離ＣＯ２／モルの量により決定される。あるいは
、生分解は、分解プロセス中に消費される酸素の量により測定できる。シリコーン材料は
、通常、分解し遊離ＣＯ２を遊離しない、又は、酸素を消費することで、この要件を満た
さない。このようにして、シリコーン材料が本当に界面活性剤であるかどうかを決定する
ためにプロトコールが開発される。このプロトコールを利用することにより、主にＥＯ含
有量が高いトリシロキサンポリエーテル材料が存在すると、界面活性剤であり、更に、一
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般に生分解基準に不合格とみなされる。
【０１５２】
　水溶液、流体又は混合物の表面張力は、当業界で理解される様々な方法により容易に判
定できる。一般的に、安定な溶液又は混合物に関しては、平衡法、例えばＷｉｌｈｅｌｍ
ｙプレート法又はＤｕ　Ｎｏｕｙリング法を利用してよい。あるいは、より動的な系とし
て、ペンダントドロップ法を利用してよい。この技術により、各測定で新生表面が生じる
。この方法は、表面張力測定に影響を及ぼし、表面張力値を人為的に低くし得る、不溶性
の疎水性不純物又は油が存在する可能性を減少させるにも有用である。
【０１５３】
　上記指示及びプロトコールの観点において、ポリエチレンオキシド基を含有するトリシ
ロキサンポリエーテル材料、及び上記実施例に従って形成されたトリシロキサンを含む様
々なトリシロキサン材料を評価した。指示に対して確立したプロトコールにより、評価し
たポリエチレンオキシド材料を含有するトリシロキサンポリエーテルのそれぞれを界面活
性剤として分類した。そのような「界面活性剤」は、ＥＵの洗剤組成物のため市場に出す
ことはできず、それを利用することはできない。いかなる特定の理論にも制限又は限定さ
れないが、すべてのＰＯ又はＥＯ／ＰＯ基を含有し、比においてＥＯのレベルが低いトリ
シロキサンポリエーテルの一部は、溶解度が低くなることがあり、したがってこのプロト
コールにより非界面活性が示されることになり得るとみられる。
【０１５４】
　そのような界面活性剤を評価／分類する例は、図３のフロー図で例証されている。図３
で例証されているプロトコールを参照すると、最初の評価は、試験される材料の０．５重
量％の混合物は、水中に可溶性であるか否かである。混合物は、２０℃にて、蒸留水に０
．５％の材料を添加し、電磁撹拌棒で１時間混合することにより調製された。例えば、透
明、又はわずかにかすんだ混合物を形成することにより指し示されるように、材料が水に
可溶性である場合、次いで表面張力（σ）が判定される。σが＞４５ｍＮ／ｍである場合
、材料は界面活性剤と分類されない。σが≦４５ｍＮ／ｍであり、ミセルが存在しない場
合、材料は界面活性剤と分類されない。反対に、ミセルが存在する場合、材料は界面活性
剤と分類される。
【０１５５】
　材料が水に可溶性ではなく、エマルションが存在しない（その代わり、例えば固体粒子
又はゲルが存在する）場合、その結果、材料は界面活性剤と分類されない。エマルション
が存在し（例えば液滴が存在する）、エマルションが安定である場合、次いで、σが判定
される。σが＞４５ｍＮ／ｍである場合、材料は界面活性剤と分類されない。反対に、σ
が≦４５ｍＮ／ｍである場合、材料は界面活性剤と分類される。
【０１５６】
　材料が水に可溶性ではなく、エマルションが存在し（例えば液滴が存在する）、エマル
ションが安定ではない場合、その結果、エマルションは遠心分離される。エマルションの
（透明な）主相（又は上澄み）を、更に研究し、σを判定する。σが＞４５ｍＮ／ｍであ
る場合、材料は界面活性剤と分類されない。反対に、σが≦４５ｍＮ／ｍであり、ミセル
が存在しない場合、材料は界面活性剤と分類されない。反対に、ミセルが存在する場合、
材料は界面活性剤と分類される。
【０１５７】
　このプロトコールの観点において、実施例１、２、３、４、６～１０及び１３で形成さ
れたトリシロキサンは、非界面活性剤と分類された。具体的には、これらのトリシロキサ
ンのそれぞれは、前述のプロトコール／フロー図に従って、界面活性剤となることができ
なかった。そのような「非界面活性剤」は、ＥＵの洗剤組成物用に市場に出されている可
能性がある、又はＥＵの洗剤組成物に利用される可能性がある。これらは、世界中の至る
所で使用されている可能性があることも明らかである。
【０１５８】
　大部分が１又は２個のヒドロキシル基を有するトリシロキサンを含む、いくつかのトリ
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のような油層は、水中に、安定なエマルション又はミセルを形成しないこともある。ヒド
ロキシル基の数が、トリシロキサン当たり３又は４個に増加するにつれて、一般的に、状
況は変化する。安定ではない別個の油層が形成され、相が分離するのに加えて、これらの
材料のいくつかは、固体微粒子又はゲルを形成し得る。水中でこれらの材料の０．５重量
％混合物を終夜混合した後でさえ、可溶化しなかった。実施例１４は、類似した結果を有
すると考えられる。これらはいずれも、「非界面活性剤」とみなされる。類似した数のヒ
ドロキシル基を含有する他のトリシロキサン組成物は、類似した非界面活性挙動を呈する
とみられる。
【０１５９】
　実施例１１に関しては、プロトコール／フロー図によれば、界面活性剤とみなされる。
例えば、実施例１１のトリシロキサンは、一般的に不溶性であり、かすんだ混合物を形成
し、安定であり、≦４５ダイン／ｃｍの水性表面張力を示した。この点において、実施例
１１の更なる評価により、様々な結果が得られることは認識されるべきである。更に、そ
のような材料は、世界中の至る所で、及び／又は、異なるタイプの組成物／用途のために
、使用できることも認識されるべきである。
【０１６０】
　上記トリシロキサン材料のいくつかは水中で不溶性とされるため、材料を洗剤のベース
（ｃｈａｓｓｉｓ）又はマトリックスと相溶性にする手段を評価した。不溶性トリシロキ
サンの溶解度を改善する選択肢の１つは、洗剤のベースにおける分散剤（又は可溶化剤）
の濃度を上昇させることと見出された。
【０１６１】
　以下の２つの表は、２つの例示的な洗剤組成物を示し、一方は、分散剤を低いレベルで
有するものであり（表１）、もう一方は分散剤を著しく高いレベルで有するものである（
表２）。実施例１から１４のものを含むトリシロキサン材料は、洗剤組成物のホール（ｈ
ｏｌｅ）に利用できる。
【０１６２】
【表１】

【０１６３】
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【表２】

【０１６４】
　溶媒はＤＩ水である。
【０１６５】
　分散剤は、Ｆｉｓｈｅｒ　Ｓｃｉｅｎｔｉｆｉｃから市販されているプロピレングリコ
ールである。
【０１６６】
　ヒドロトロープは、Ｓｔｅｐａｎから市販されているキシレンスルホン酸ナトリウムの
４１％活性溶液である。
【０１６７】
　中和剤は、Ｆｉｓｈｅｒ　Ｓｃｉｅｎｔｉｆｉｃから市販されている４５％　ＫＯＨ溶
液である。
【０１６８】
　アニオン性界面活性剤１は、Ｓｔｅｐａｎから市販されている直鎖状アルキルベンゼン
スルホン酸の９６％活性溶液である。
【０１６９】
　非イオン性界面活性剤は、Ａｉｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓから市販されている１００％活性
エトキシ化Ｃ１１アルコール（７モル、ＥＯ平均）である。
【０１７０】
　アニオン性界面活性剤２は、Ｓｔｅｐａｎから市販されているラウレス硫酸ナトリウム
（３モル、ＥＯ平均）の２８％活性溶液である。
【０１７１】
　水の硬度調整剤は、Ｆｉｓｈｅｒ　Ｓｃｉｅｎｔｉｆｉｃから市販されているクエン酸
ナトリウムである。
【０１７２】
　トリシロキサンは、洗剤組成物１に不溶性であり、一般的に洗剤組成物２に可溶性であ
ることが見出された。いずれかの特定の理論に制限されるものではないが、この点におい
て、分散剤のレベルを上昇させることにより、トリシロキサンの溶解度は補助されるとみ
られる。当業者は、慣例的な実験により、他の適切な洗剤組成物を容易に決定できる。
【０１７３】
　用語「含んでいる（ｃｏｍｐｒｉｓｉｎｇ）」又は「含む（ｃｏｍｐｒｉｓｅ）」は、
本明細書においてこれらの最も広い意味で使用され、「含むんでいる（ｉｎｃｌｕｄｉｎ
ｇ）」、「含む（ｉｎｃｌｕｄｅ）」、「から本質的になる（ｃｏｎｓｉｓｔ（ｉｎｇ）
ｅｓｓｅｎｔｉａｌｌｙ　ｏｆ）」、及び「からなる（ｃｏｎｓｉｓｔ（ｉｎｇ）ｏｆ）
」という概念を意味し、包含する。実例を列記する「例えば（ｆｏｒ　ｅｘａｍｐｌｅ）
」「例えば（ｅ．ｇ．，）」、「例えば（ｓｕｃｈ　ａｓ）」及び「が挙げられる（ｉｎ
ｃｌｕｄｉｎｇ）」の使用は、列記されている例のみに限定しない。したがって、「例え
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ば（ｆｏｒ　ｅｘａｍｐｌｅ）」又は「例えば（ｓｕｃｈ　ａｓ）」は、「例えば、それ
らに限定されないが（ｆｏｒ　ｅｘａｍｐｌｅ，　ｂｕｔ　ｎｏｔ　ｌｉｍｉｔｅｄ　ｔ
ｏ）」又は「例えば、それらに限定されないが（ｓｕｃｈ　ａｓ，　ｂｕｔ　ｎｏｔ　ｌ
ｉｍｉｔｅｄ　ｔｏ）」を意味し、他の類似した、又は同等の例を包含する。本明細書で
使用されている「約（ａｂｏｕｔ）」という用語は、機器分析により測定した、又は試料
を取り扱った結果としての数値のわずかなバリエーションを、合理的に包含若しくは説明
する働きをする。そのようなわずかなバリエーションは、数値の±０～１０、±０～５又
は±０～２．５％の規模であってよい。更に、「約」という用語は、ある範囲の値に関連
する場合、数値の両方に当てはまる。更に、「約」という用語は、明確に記載されていな
い場合でも、数値に当てはまることがある。
【０１７４】
　一般的に、本明細書で使用されている、ある範囲の値におけるハイフン「－」又はダッ
シュ「－」は、「から（ｔｏ）」又は「から（ｔｈｒｏｕｇｈ）」であり、「＞」は「～
を上回る（ａｂｏｖｅ）」又は「超（ｇｒｅａｔｅｒ－ｔｈａｎ）」であり、「≧」は「
少なくとも（ａｔ　ｌｅａｓｔ）」又は「以上（ｇｒｅａｔｅｒ－ｔｈａｎ　ｏｒ　ｅｑ
ｕａｌ　ｔｏ）」であり、「＜」は「～を下回る（ｂｅｌｏｗ）」又は「未満（ｌｅｓｓ
－ｔｈａｎ）」であり、「≦」は「多くとも（ａｔ　ｍｏｓｔ）」又は「以下（ｌｅｓｓ
－ｔｈａｎ　ｏｒ　ｅｑｕａｌ　ｔｏ）」である。前述の特許出願、特許、及び／又は特
許出願公開のそれぞれは、個別の基準で、特に１つ以上の非限定的な実施形態における参
照により明示的にその全体を本明細書に組み込む。
【０１７５】
　添付の特許請求の範囲は、詳細な説明に記載されている表現、及び特定の化合物、組成
物又は方法に限定されず、これらは、添付の特許請求の範囲内にある特定の実施形態の間
で変化し得ることが、理解されるべきである。様々な実施形の詳細な特徴又は態様につい
て記載している、本明細書で依拠とされたいずれかのマーカッシュグループに関しては、
異なる、特別な、及び／又は想定外の結果が、他の全マーカッシュメンバーとは無関係の
それぞれのマーカッシュグループの各メンバーから得られることは理解されるべきである
。マーカッシュグループの各メンバーは、個々に、及び、又は組み合わされて依拠とされ
得、添付の特許請求の範囲内で、特定の実施形態を十分に裏付けることができる。
【０１７６】
　本発明の様々な実施形態の記載を依拠とする任意の範囲及び部分的範囲は、独立して、
及び包括的に、添付の特許請求の範囲内にあることも理解されるべきであり、全体値及び
／又は小数値を含むすべての範囲を、そのような値が本明細書で明確に書かれていなくて
も、説明し、想定することが理解される。当業者は、列挙された範囲及び部分的範囲が、
本発明の様々な実施形態を十分に説明し、可能にし、そのような範囲及び部分的範囲は、
更に関連性がある２等分、３等分、４等分、５等分などに描かれ得ることを容易に認識す
る。単なる一例として、「０．１～０．９」の範囲は、更に、下方の３分の１、すなわち
、０．１～０．３、中央の３分の１、すなわち、０．４～０．６、及び上方の３分の１、
すなわち、０．７～０．９に描かれ得、これらは、個々に、及び包括的に、添付の特許請
求の範囲内であり、個々に、及び／又は包括的に依拠とされ得、添付の特許請求の範囲内
で、特定の実施形態を十分に裏付けることができる。更に、範囲を定義する、又は修飾す
る言葉、例えば「少なくとも」、「超」「未満」「以下」などに関して、そのような言葉
は、部分範囲及び／又は上限若しくは下限を含むと理解されるべきである。別の例として
、「少なくとも１０」の範囲は、少なくとも１０～３５の部分範囲、少なくとも１０～２
５の部分範囲、２５～３５の部分範囲などを本質的に含み、各部分範囲は、個々に、及び
／又は包括的に依拠とされ得、添付の特許請求の範囲内で、特定の実施形態を十分に裏付
けることができる。最終的に、開示した範囲内の個々の数が依拠とされ得、添付の特許請
求の範囲内で、特定の実施形態を十分に裏付けることができる。例えば、「１～９」の範
囲は、様々な個々の整数、例えば３、並びに、小数点を含む個々の数（又は分数）、例え
ば４．１を含み、これは、依拠とされ得、添付の特許請求の範囲内で、特定の実施形態を
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十分に裏付けることができる。
【０１７７】
　本発明は、実例となる手段で本明細書に記載されており、使用されている用語は、限定
せずに説明する文言の性質であることが意図されていると理解されるべきである。本発明
の多くの修正形態及び変形形態が、上記教示を踏まえて可能である。本発明は、添付の特
許請求の範囲内に具体的に記載されているもの以外に、別の方法で実践してもよい。独立
請求項及び従属請求項、単一及び複数の従属請求項の両方の、主題のすべての組み合わせ
が、本明細書において明確に想定されている。

【図１】 【図２】
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【図３】



(42) JP 6791981 B2 2020.11.25

10

20

30

40

フロントページの続き

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                                        
   Ｃ１１Ｄ   7/50     (2006.01)           Ｃ１１Ｄ    7/50     　　　　        　　　　　
   Ｃ１１Ｄ  17/08     (2006.01)           Ｃ１１Ｄ   17/08     　　　　        　　　　　
   Ｃ１１Ｄ   1/83     (2006.01)           Ｃ１１Ｄ    1/83     　　　　        　　　　　
   Ｃ０７Ｂ  61/00     (2006.01)           Ｃ０７Ｂ   61/00     ３００　        　　　　　

(72)発明者  パウラ・ミケーレ・バウアー
            アメリカ合衆国　ミシガン州　４８６２３　フリーランド　ノース・グレナー・ロード　７８４５
(72)発明者  セヴリーヌ・コーヴァン
            ベルギー王国　モンス　７０００　リュ・エミール・ヴァンデルヴェルド　１６３
(72)発明者  エリック・ジェイ・ジョフル
            アメリカ合衆国　ミシガン州　４８６４２　ミッドランド　ワイルドウッド・ストリート　１５０
            ５
(72)発明者  レニン・ジェイ・ペトロフ
            アメリカ合衆国　ミシガン州　４８７０８　ベイシティ　ノース・ウォーター・ストリート　１１
            １１　ナンバー　２０２
(72)発明者  マーティン・ケイ・セヴェランス
            アメリカ合衆国　ミシガン州　４８６４０　ミッドランド　ヒドゥン・パインズ・コート　５００
            ３
(72)発明者  杉浦　常仁
            千葉県市原市更級１－７－２ビー２０２
(72)発明者  田村　誠基
            千葉県市原市青葉台３－１５－３
(72)発明者  ザッカリー・アール・ウェンズリック
            アメリカ合衆国　ミシガン州　４８６２３　フリーランド　サール・ロード　１０３７４

    審査官  林　建二

(56)参考文献  国際公開第２００９／０８５３００（ＷＯ，Ａ１）　　
              国際公開第２００９／０８５２９７（ＷＯ，Ａ１）　　
              特開昭５２－１１４６９９（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０９－２７８８９１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特表２０１０－５２０２７８（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０８－３１６０８５（ＪＰ，Ａ）　　　
              米国特許出願公開第２０１６／０１００５７３（ＵＳ，Ａ１）　　
              特許第６６５６４１０（ＪＰ，Ｂ２）　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｃ１１Ｄ　　　１／００－１９／００
              Ａ６１Ｋ　　　８／００－８／９９
              Ａ６１Ｑ　　　１／００－９０／００
              ＣＡｐｌｕｓ／ＲＥＧＩＳＴＲＹ（ＳＴＮ）
              　　　　
              　　　　
              　　　　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

